
進
捗
状
況
説
明

　これまで光インターネットサービスが提供されていなかった恩納村中北部の情報通信網の整備により、同地域のほぼ全域でのサービス
提供が可能となった。
　新規バス路線の導入に向けた試験運行により、商業ベースでのニーズが確認されたことから、事業者による本格運行につながった。
　新規バス路線の本格運用に合わせ新規バス停留所３ヶ所を整備した。

目　標 - 95% -

実　績 - 95% -

達
成
状
況
説
明

　情報通信網の整備について、民間通信事業者への施設整備補助により、当初の目的を達成した。
　新規バス路線の導入促進に向けた試験運行について、民間バスへの業務委託により、当初目的を達成した。
　バス停留所の設置について、当初目的を達成した。
　施策展開3-(5)-ｱに示す、外国人研究者等生活環境整備を図った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目標値
（年度）

新規バス路線の導入促進、バス停留所等
の公共交通機関の整備促進

目　標 -
ニーズ調査、バス
停留所の2ヶ所整
備

バス停留所1カ
所整備

ニーズ調査、バ
ス停留所の３ヶ
所整備

実　績 -
調査実施・バス停

カ所整備
バス停留所1カ

所整備
調査実施・バス
停3カ所整備

情報通信網の整備

実　績 ３ヶ所

情報通信網（光ファイバー)の整備
目　標 15km

実　績 15km

予算の状況の説明

　沖縄科学技術大学院大学周辺地域の交通アクセス改善に向けて、大学院大学及び近郊の商業施設集積地域への空
港リムジンバスの乗り入れの実証実験を行い、本運行に向けてバス停整備を行っているところであるが、商業施設集積
地域のうち、うるま市石川地内への本運行での乗り入れに関し、バス事業者との協議に不測の日数を要することとなっ
た。
　そのため、実施設計業務の着手が遅れたことから、年度内の工事完成が困難となり、実施設計業務及び工事について
繰越が必要となった。
　うるま市石川地内のバス停について、上屋整備等が2度に渡る入札不調により年度内執行は困難となり、バス停ポール
整備のみとなったため、執行率が低くなっている。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

新規バス路線の導入促進可能性調査
目　標 6ヶ月

実　績 6ヶ月

バス停留所等の公共交通機関の整備促進
目　標 ３ヶ所

Ｃ．次年度繰越額 9,714 0

執行率（％）(B/A) 64.2% 29.2%

Ｂ．執行済額 65,891 2,835                      

うち交付金充当額 52,713 2,268                      

- 9,714                      

Ａ．計(b+d) 102,565 9,714                      

(b)予算現額 102,565

(c)増減額(b-a) ▲ 28,493 －

事業内容
　沖縄県における知的・産業クラスター形成の加速を目指し、国内外の企業や優秀な人材の受け入れ、高度な能力を持った人材の育成を図るた
め、交通・情報通信基盤や教育環境基盤を一体的に整備・推進することを目的とする。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

  企画部  科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

(d)繰越額

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 131,058 －

第３章－３－（５）－ア

研究開発・交流の基盤づくり

担当部課名 24 ～ 25

H25-No.13

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

13   沖縄県知的・産業クラスター基盤整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－５



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○設置工事、委託事業者、補助事業者については、競争入
札及び公募型プロポーザル方式により選定しており、適正で
あった。
○当初目的を達成しており、適正な規模であった。
○沖縄県知的・産業クラスター基盤整備事業補助金交付要
綱に基づき、補助を実施おり、受益者との負担は適正であっ
た。
○事業目的の達成のために必要な事業・額であり、書類によ
り確認し、適正なものであった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

20,12788,853 68,726 54,981 13,745 0 0

　周辺環境の整備のあり方については、周辺市町村、OISTと協力し引き続き協力し、検討していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H25-No.13

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　ＯＩＳＴ周辺においては、新設大学院大学であることから、公共交通機関の
整備なされておらず、研究機関において重要となる高速情報通信インフラも
未整備であることから、これらを整備し、研究者等の研究・生活環境の改善
を図る。

　基盤整備事業は、平成25年度をもって終了した。
　本事業により、OISTの研究者等に必要な公共交通基盤、情報通信基盤の
整備がなされ、OISTの研究者等の研究・生活環境の改善が図られた。
　今後は、バス運行事業者に依頼して、運行の増便等、周辺環境の改善を目
指す。

今後の取り組み方針

沖縄県

交付対象
事業費

68,726千円

(有)興神技研
１，８９０千円

○新規設置バス停留所の整備に係る設計費

（平成２４年度繰越事業）

(株)沖縄工設
945千円

○新規設置バス停留所の整備費

（平成２４年度繰越事業）

委託料
11,503千円

空港リムジンバスセン
ターコンソーシアム

6,620千円

（株）大洋土木コンサル
タント 2,993千円

○OISTの研究者等の公共交通機関へのニーズ調査

を実施した

□(株)沖縄バス

□（株）東洋バス

○新規設置バス停留所の整備にかかる設計費

工事請負費
26,985千円

(有)田仲建設
26,040千円

○新規設置バス停留所の整備費

補助金
30,190千円

沖縄県知的・産業クラ
スター基盤整備事業
（情報通信基盤整備事
業）実施コンソーシアム

○OIST周辺の情報通信網整備にかかる補助金

□代表者 沖縄通信ネットワーク株式会社

□構成員 沖縄セルラー電話株式会社

対象外経費：20,127千円

事務費
48千円 旅費：2千円

印刷製本費：46千円



H24-No.22

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

22 　マングース対策事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（１）－ア

生物多様性の保全

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１０－（１）

事業内容
　沖縄本島北部地域（やんばる地域）における希少種の生息域の回復を図るため、マングースの北上防止柵の整備、捕獲の実施及び希少種の
回復状況の把握調査を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事）

　環境部　自然保護・緑化推進課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 240,243 －

(b)予算現額 240,243

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

－ 26,000                     

Ａ．計(b+d) 240,243 26,000                     

(d)繰越額

うち交付金充当額 156,201 19,017

Ｂ．執行済額 195,251 23,772

執行率（％）(B/A) 81.3% 91.4%

Ｃ．次年度繰越額 26,000 －

予算の状況の説明

・予算額はマングース捕獲、希少種回復状況調査、第2北上防止柵（ＳＴライン）建築工事に要する経費を計上したところである。
・平成24年度は、北上防止柵の工事に際し、工事用道路（資材搬入路）の土質が想定よりも滑りやすく工事車両が搬入できない状況
の対策に時間を要したことなどから建築工事の一部を次年度に繰り越すこととなり、執行率は81.3％に留まっている。
・委託業務は予定どおりに平成24年度において完了し、入札残等の738千円が生じたところである。
・建築工事は平成25年度において完了し、2,228千円が生じたところである。
・全体の執行率は91％であり、予算規模は適切であったと評価する。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

北上防止柵の設置

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 3.2km

実　績 3.2km

達
成
状
況
説
明

　北上防止柵の設置については、一部、工事用道路（資材搬入路）の土質が想定より滑りやすく工事車両が搬入できない状況であったた
め、工事用道路と搬入機械等について検討するとともに、保安林区域であるため関係機関との調整に時間を要したことから、事業繰越し
となった。捕獲わなについては、具体的に16,317個のわなを設置し、筒わな（12,783個）では1個あたり60日稼働、生け捕りわな（3534個）で
は、1個あたり17.5日稼働しているが、複数の台風が本島に直撃したことにより、わな日としては、85万わな日となった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（２３年度）
24年度 25年度 26年度

マングース捕獲わなの稼働日数

目　標 90万わな日

実　績 85万わな日

目標値
（33年度）

マングースのやんばる地域への侵入を防
止する環境の整備

目　標 -
侵入防止の
環境整備

実　績 -
侵入防止の
環境整備

【参考指標】
沖縄県北部地域におけるヤンバルクイナの
推定生息範囲

目　標 - -

進
捗
状
況
説
明

・マングース柵設置工事においては、繰越事業となったものの、目標どおり設置することができた。
・わなについては、85万わな日稼働した結果、191匹のマングースを捕獲し、侵入防止の環境整備が発現した。

190メッシュ

実　績 173メッシュ 179メッシュ -



H24-No.22

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・工事の繰越により、北上防止柵の設置が遅れたが、やんばる地域へのマン
グースの侵入を防止する環境が整備されたことにより、マングース駆除の効
率化が図られた。
・マングース生息密度が低くなった地域では、希少種等が捕殺ワナにかかる
ケースが増加する傾向がある。
・マングース生息密度が低くなればなるほど、残存マングースの捕獲が困難
となる傾向がみられる。

・工事の繰越を回避するためには、工事着手前の土質調査等の調査結果に
より、施工計画の見直しや関係機関との再調整が必要となる場合が考えられ
るので、そのことを想定し適切な工期を設定する必要がある。
・低密度化地域における効率（捕獲率、侵入防止）のさらなる向上の観点か
ら、本格的に、犬等を活用した捕獲（例：犬によって、土穴や洞等へマングース
を追い込み、人が直接捕獲するなど）や効率的なわな設置（例：犬による糞探
索を実施し、糞周辺に集中的にわなを設置するなど）を導入する必要がある。

219,023 219,023 175,218 43,805 0 0

今後の取り組み方針

　マングース駆除をすることで、ヤンバルクイナをはじめとする沖縄県在来希少種数の回復を図るなど、沖縄県特有の事情に基づく事業であることから、引き続き
交付金にて取り組んで行く必要がある。また、環境省と沖縄県による「第2期沖縄島北部地域におけるジャワマングース防除実施計画」に基づいて、平成３４年度ま
でに沖縄県北部地域（ヤンバル地区）から、マングースの完全排除を目指す。
　改善余地の実現に向けて、本年度は以下の訓練犬を用いた効率的なわな設置等を実証する。
・探索犬を用いた効率的なわな設置や直接捕獲等を実証
・希少種が増加している地域における生捕りわなの設置変更の実施

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
・「支出先の選定方法」については、一般競争入札を実施して
おり、公平性の点でも、妥当な選定方法となっている。
・「予算規模の妥当性」については、一部、明許繰越しがある
が、その他の内容について、活動及び成果目標が達成され
ていることから妥当だと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

総事業費
219,023千円

八千代エンジニヤリング株式会社沖縄事務

所・株式会社南西環境研究所共同企業体
90,300千円

事務費
723千円

需用費、旅費等

委託料
108,570千円

○マングース駆除等にかかる委託業務
・マングース捕獲用わな設置等による駆除
等

・マングースのモニタリング調査
・希少種回復実態調査の実施

・マングース北上防止策の効果検証

八千代エンジニヤリング株式会社沖縄事務所
15,750千円

○マングース北上防止柵にかかる設計業務

・土質調調査、測量、設計

八千代エンジニヤリング株式会社沖縄事務所
2,520千円

○マングース北上防止柵工事にかかる委託
業務

請負工事費
109,730千円

株式会社沖縄緑建
45,511千円

○マングース北上防止柵設置工事にかかる
費用

有限会社國進開発
37,632千円

（H24繰越額 23,772千円）

○マングース北上防止柵設置工事にかかる

費用

有限会社昭建設
26,587千円

○マングース北上防止柵設置工事にかかる
費用



達
成
状
況
説
明

・製造にあたって、ある程度の規模を必要とする黒糖について、小規模かつ卓上でも黒糖の試作を可能とする製造システムの基本形を構
築した。また、新たな黒糖製品の開発に取り組み、２種の開発に成功した。
・波照間島等の含みつ糖生産地域において、含みつ糖の原料となるサトウキビの最適な品種の選定・育成を実施した。
・既存品種の交配を繰り返すことにより、新品種開発に繋がる5種以上21組合わせ（種属間を含む）を用いた交配で種子を得た。

高度な育種
　・新規有用素材の開発を進める。

目　標
新規有用素材の開発
を進める

実　績

適切な栽培技術
　・雑草防除体系の検討を行う。

目　標
雑草防除体系の検討
を行う。

実　績
雑草防除体系の検討
を行った。

新規有用素材の開発
を進めた。

目　標
品種の選定・育成を行
う。

実　績
品種の選定・育成を
行った。

新規黒糖の製造技術開発
　・新製品開発を行う。

目　標 新製品開発を行う。

実　績 新製品開発を行った。

予算の状況の説明

・平成24年度はサトウキビの品種改良等に活用する出穂誘導施設の工事において、建築予定用地の変更に伴う設計の
変更が生じ、その細部の調整等で予定以上の時間を要したことから建築工事を次年度に繰り越すこととなり、執行率が
36.4％に留まっている。
・平成24年度において、備品購入の発注に伴う入札残（938千円）及び試験研究費（旅費(825千円)、需用費(4,138千円)、
委託料(1,438千円)）の執行残(6,401千円)により不用が生じたところである。
・建築工事は平成25年度において完了し、出穂誘導施設は平成25年12月に供用を開始した。入札残が8,631千円生じ
た。
・全体の執行率は91.0％であり、予算規模は適切であったと評価する。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

黒糖品質評価法の検討
　・小規模で多検体を迅速に評価できる黒
糖製造・評価システムを開発する。

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
黒糖製造・評価システ
ムを開発する。

実　績
黒糖製造・評価システ
ムを開発した。

含蜜糖生産地域に向けた有望品種・系統
　・波照間島等に向け、品種の選定・育成を
行う。

執行率（％）(B/A) 36.4% 91.6%

Ｃ．次年度繰越額 111,668 －

うち交付金充当額 54,372 81,787

Ｂ．執行済額 67,965 102,234

－ 111,668                   

Ａ．計(b+d) 186,971 111,668                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 186,971 －

(b)予算現額 186,971

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容

　原料生産、加工、販売までの関連技術開発を統合的に展開し、黒糖のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化や生産地の活性化を図るため、黒糖の高度利用向け品種の栽
培技術の確立や新たな需要開拓調査を行う。
  平成24年度は、卓上での黒糖試作評価システム、新たな黒糖製造の技術開発等を進める。一方、黒糖地域における選抜試験や蔗汁成分によ
る基礎選抜に着手する。さらに、出穂誘導や既存の種属間変異をもとにした特性解析等を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事）

　農林水産部　農業研究センター
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 29

H24-No.45

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

45 　新たな時代を見据えた糖業の高度化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ア

おきなわブランドの確立と
生産供給体制の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



今後の取り組み方針

・本事業の円滑な推進に向け、毎年研究推進会議を行う。また、得られた成果は、普及・活用の推進に向け、事業終了を待たず、都度、情報発信（現地展示圃やリーフレット配布
等）を行っていく。
・現地試験における調査や工業会等での研修、農研センターにおける製造や品質に関する研修を通し、各生産地で主導的な役割を担う人材の養成に努めていく。
・事業終了まで、以下の方針で取り組む。
1) H29年度までに、製品や品種開発に向けた製造・評価を行えるようにする。
2) H29年度を目途に、高機能性、新食感等の新製品の製品化を目指す。
3) H29年度を目途に、黒糖地域に向けて1品種の育成・普及を目指す。
4) H29年度までに出穂誘起・同調の手法を確立する。

H24-No.45

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・事業内の各課題は順調に進捗しているが、事業内の研究が統合的に展開
し、かつ、統合的に生産現場で活かされる必要がある。そのためには、個々
の研究成果の良否だけでなく、生産地において主導的な役割を担う人材の
養成が欠かせない。本事業を進める中で進めていく必要がある。

・本事業の推進は、研究推進会議等をとおし、常に改善方向を検討しながら
進める。得られた研究成果は、現場での普及・活用の推進や事業自体の周知
を図るため、現地展示圃やリーフレット配布を検討する。

15

実　績 － 0 －

【参考指標】
　普及に移す技術の件数 目　標 0 0

成果目標
（指標）

及び進捗状況
除草剤の種類・散布時期等を明らかにす
る。

目　標

100%

実　績
交配・採種を行っ
た。

進
捗
状
況
説
明

・製造にあたって、ある程度の規模を必要とする黒糖について、小規模でも安定した結果が得られる黒糖製造システムを構築した。このシ
ステムをさらに精度の高いものとし、また普及を図ることで、黒糖製品の新製品開発の促進に繋げていく。また、新たに開発した２種の黒
糖製品について、今後は商品化に向けて取り組んでいく。
・一方、原料となるサトウキビについて、生産地に適した品種の把握、除草方法の検証、さらには新品種の開発に向けた取り組みを行っ
た。これらの研究成果は、定期的に周知を行い、生産者との情報共有を図ると共に、今後も研究を推進し、増産につながる技術を確立す
る。

新規有用素材の開発に向け、5種以上を用
いた交配・採種を行う。

目　標 交配・採種を行う。

除草剤の種類・散
布時期等を明らか
にする。

100%

実　績
除草剤の種類・散
布時期等を検討し
た。

波照間島などでの品種適応性現地試験を
始め、初期生育の良否を判定する。

目　標

品種適応性現地試
験を始め、初期生
育の良否を判定す
る。

100%

実　績

品種適応性現地試
験を始め、初期生
育の良否を判定し
た。

新たな黒糖製品数種を開発する。

目　標
新たな黒糖製品数
種を開発する。

100%

実　績
新たな黒糖製品2種
の開発を進めた。

26年度
目標値

（29年度）

卓上で可能な、黒糖製造システムの基本形
をつくる。

目　標
黒糖製造システム
の基本形を構築す
る。

100%

実　績

H24成果目標（指標）
基準値

（24年度）
24年度 25年度

黒糖製造システム
の基本形を構築し
た。



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 　委託先の選定については、特殊性の高い業務であり、公募
型プロポーザル方式および指名入札等により選定しており、
適正に実施した。
　費目・使途については事業目的達成の観点から必要なもの
なのか等について額の確定時において支出等に関する書類
により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

170,199 170,199 136,159 34,040 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

沖縄県

交付対象
事業費

170,199千円

サトウキビ近縁遺伝資源を利用した新規有用育種素材の
開発およびサトウキビ黒穂病抵抗性育種の高度化に向け
た病原解析と検定手法の開発委託業務

サトウキビ育種への新規遺伝資源の効率的利用に向けた基礎技
術の開発委託業務

黒糖におけるストレス低減（リラックス）効果の評価委託業務

固形黒糖におけるテクスチャー評価手法の開発委託業務

委託料
44,322千円

（独）国際農林水産業研究センター
4,913千円

サトウキビの高度な利用に向けた素材開発と新たな利用
体系の評価委託業務

（独）九州沖縄農業研究センター
4,459千円

（独）畜産草地研究所
5,931千円

琉球大学
1,930 千円

（社）おいしさの科学研究所
1,426千円

比屋根設計
3,562千円

出穂誘導施設新築工事設計業務

出穂誘導施設新築工事監理業務 (繰越し分)比屋根設計
1,101千円

出穂誘導に関する制御システムの構築委託業務 (繰越し分)アズビル株式会社
21,000千円

工事請負費
80,133千円

(株)沖縄総建
80,133千円

出穂誘導施設新築工事一式 (繰越し分)

備品購入費
28,665千円

株式会社エル・エム・エス沖縄営業所
27,825千円

アミノ酸分析システム一式

株式会社エル・エム・エス沖縄営業所
840千円

島津アミノ酸分析管理システムアップグレイドソフト

一式

試験研究費
（県農業研究センター）

17,079千円

試験のための資材購入（需用費）12,702千円

現地調査等のための経費（旅費）4,377千円



進
捗
状
況
説
明

・繰越事業となったものの施設の供用を開始することができた。
・目標の達成実績については、施設の供用開始が9月になったことから、目標の45％に留まっている。

実　績

4,800ｔ

実　績 - - 1,819t -

目　標

・平成24年度は、機器能力や施設規模等について見直すことになったため、不測の日数を要し、結果として年度内執行率が2.2％に留ま
り、翌年度繰越となった。
・設計業務は予定どおりに平成24年度において完了した。
・施設整備工事は平成25年度において完了し、低温管理施設は平成25年9月に供用を開始した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（26年度）

青果物の低温管理施設取扱量の増加を図
る。（低温管理施設取扱量）

目　標 - - 4,000t

予算の状況の説明

・予算額は設計業務、施設整備工事に要する経費を計上したところである。
・平成24年度は、機器能力や施設規模等について見直すことになったため、不測の日数を要し、結果として年度内執行率
が2.2％に留まり、翌年度繰越となった。
・設計業務は予定どおりに平成24年度において完了した。
・施設整備工事は平成25年度において完了し、低温管理施設は平成25年9月に供用を開始した。
・全体の執行率は97.3％であり、予算規模は適切であったと評価する。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

消費者に鮮度の高い青果物を供給するとと
もに市場を経由する青果物の鮮度保持を
図る。（低温管理施設の整備）

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 低温管理施設の整備

実　績 低温管理施設の整備

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 2.2% 95.1%

Ｃ．次年度繰越額 47,458 －

うち交付金充当額 840 36,093

Ｂ．執行済額 1,050 45,117

－ 47,458                     

Ａ．計(b+d) 48,508 47,458                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 48,508 －

(b)予算現額 48,508

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容 　消費者に鮮度の高い青果物を供給することで、市場を経由する青果物の販売拡大を図るため、県中央卸売市場に低温管理施設を整備する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事請負費）

　農林水産部　流通政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.48

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

48 　中央卸売市場活性化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－3－（７）－イ

流通・販売・加工対策の強化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-1-(6)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

　監理委託は設計した業者と随意契約をしており、設備工事
は沖縄県の入札参加者資格名簿より管工事Ａ等級の業者１
５社を指名し、競争入札を行っており、妥当であったと考えて
いる。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

45,117 45,117 36,093 9,024 0 0

今後の取り組み方針

・当市場における鮮度保持の状況について市場関係者と定期的に意見交換を行い、流通環境の変化や品目毎の市場への出荷状況に合わせて、効率的に施設が
運営できるよう改善を図る。
・新たに整備した低温管理施設の取扱量を高めることにより、葉野菜の鮮度を保持し、販売価格の安定を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.48

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・低温管理施設については、青果物の結露防止を考慮した低温施設を整備
する予定であったが、既存施設の機能を一部残し、新設する施設について
は、より葉野菜に適した施設（１０℃以下）にすることが効果的なことから冷蔵
能力等を変更することになったため、施工までに時間を要した。

・当市場における青果物の鮮度保持について、市場関係者と定期的に意見交
換を行い、共通認識の下、生産者や実需者のニーズを把握し、対応する必要
がある。

沖縄県

総事業費
45,117千円

工事請負費
44,466千円

（株）イチゴ
44,466千円

中央卸売市場低温売

場整備工事

委託料
651千円

環境設備設計
651千円

中央卸売市場低温売

場整備工事監理業務

沖縄県

総事業費
45,117千円

工事請負費
44,466千円

（株）イチゴ
44,466千円

中央卸売市場低温売

場整備工事

委託料
651千円

環境設備設計
651千円

中央卸売市場低温売

場整備工事監理業務



進
捗
状
況
説
明

　平成24年度においては12.2ha、平成25年度においては11.2ha、全体で23.4ha整備し、成果目標を達成した。

実　績

－

実　績 － 23.4ha －

目　標

　平成24年度においては15地区、平成25年度においては11地区、全体で26地区を実施し、活動目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値
（年度）

24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（年度）

施設等整備面積

目　標 － 20.0ha

予算の状況の説明
　ハウス設置に係る利用権設定等の調整が遅れたことにより平成２４年度内で実施出来なかった繰越地区は、平成25年
度において全て完了し、執行率93%であった。入札残による不用額が生じた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

事業実施地区数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 20地区

実　績 26地区

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 56.5% 93.0%

Ｃ．次年度繰越額 348,543 －

うち交付金充当額 452,335 259,232

Ｂ．執行済額 565,400 324,059

－ 348,543                   

Ａ．計(b+d) 1,000,000 348,543                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,000,000 －

(b)予算現額 1,000,000

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　自然災害や気象変動に左右されず、安定した農作物を供給できる産地形成を図るため、強化型パイプハウス等災害に強い農産物栽培施設の
整備に対する補助を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部　園芸振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.53

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

53 　災害に強い栽培施設の整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ア

亜熱帯性気候等を生かした農林
水産業の振興

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○交付要綱、実施要領、事業計画等を精査した上で実施地
区を選定しており、妥当であったと考えている。
○交付要綱で事業実施主体への補助率(80%)が定められて
おり、負担関係については妥当であった。
○補助金については、額の確定時において、事業目的達成
の観点から現場確認及び支出等に関する書類により確認
し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

276,791

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

1,166,250 889,459 711,567 177,892 0 0

今後の取り組み方針

　事業実施主体及び関係機関との連携を強化し、事業計画等について綿密に精査し、活動及び成果目標が早期に実現するように取り組むなど、本事業により気
象変動に対応した栽培施設を導入する事で定時・定量・定品質の農作物を供給出来る産地育成が図られる。
　また、栽培体型を考慮し、早期に施設整備が行えるよう計画的に事業を推進し、繰越が無いように取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.53

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　ハウス等設備に係る地権者との利用権設定等調整に日数を要したため、
繰越事業となった。

　事業実施主体、関係機関との連携を前もって密に行い、事業計画どおり実
施出来る体制を整備する。

沖縄県

交付対象
事業費

889,459千円

補助金

884,009千円

豊見城市
107,280千円（2地区）

事務費

5,450千円

ハウス等施設整備に係る
経費の補助

交付対象外経費
276,254千円

沖縄県花卉園芸農業協同組合
220,520千円（7地区)

沖縄県農業協同組合
556,209千円（17地区）

ハウス等施設整備に係る
経費の補助

ハウス等施設整備に係る
経費の補助

賃金、需用費、

旅費、役務費、

使用料及び賃借料



平成２４年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）繰越事業

No５３災害に強い栽培施設の整備事業

別紙（資金の流れ） 平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

沖阪産業（株） 134,944千円 4地区

（株）三和アグリテクノ 78,590千円 3地区

福山商事（株） 69,043千円 3地区

第一農薬（株） 76,640千円 2地区

拓南鐵建(株) 32,080千円 2地区

(有)サンワ産業 32,640千円 1地区

（有）農産商事 32,000千円 1地区

渡辺パイプ（株） 100,272千円 1地区

（株）三和アグリテクノ 127,200千円 4地区

福山商事（株） 56,520千円 2地区

沖阪産業（株） 36,800千円 1地区

沖阪産業（株） 70,080千円 1地区

拓南鐵建(株) 37,200千円 1地区

沖縄県農業協同組合

沖縄県花卉園芸農業協同組合

豊見城市



進
捗
状
況
説
明

　一部繰越となったが、平成25年４月15日には完了し、97台の選花選別機が導入され、成果目標を上回っている。

実　績

実　績 - 97台

目　標

　機械の製造元の受注が増えたことによる機械製造及び導入に不測の日数を要したことにより事業繰越となった。
　平成24年度完了分で29台、繰越分で68台、合計97台の選花選別機が導入され、活動目標を上回っている。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（○○年度）

事業導入台数　選花選別機等

目　標 - 85台

予算の状況の説明
　選花選別機の発注及び導入が集中したことにより、不測の日数を要したことで、年度内執行率が31％に留まり、翌年度
繰越となった。繰越分は25年度において全て完了し、執行率は99.3%であった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

事業導入台数　選花選別機等

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 85台

実　績 97台

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 30.5% 99.3%

Ｃ．次年度繰越額 364,000 －

うち交付金充当額 127,871 289,299

Ｂ．執行済額 159,839 361,624

－ 364,000                   

Ａ．計(b+d) 523,839 364,000                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 364,000 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 159,839 －

(b)予算現額 523,839

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　　園芸品目のおきなわブランドを確立するため、園芸作物ブランド産地に対し、選花選別機などの機械設備等の整備に対する補助を行う。
　平成24年度は、選花選別機等の整備を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部　園芸振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.56

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

56 　園芸モデル産地育成機械整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ア

おきなわブランドの確立と生産供給体制の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○交付要綱、実施要領、事業計画等を精査した上で実施地
区を選定し、負担おり、妥当であったと考えている。
○交付要綱で事業実施主体への補助率(80%)が定められて
おり、負担関係について妥当であった。
○補助金については、額の確定時において、事業目的達成
の観点から現場確認及び支出等に関する書類により確認
し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

161,244

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

678,532 517,288 413,830 103,458 0 0

今後の取り組み方針

　機械整備は従来事業では実施できないことから、引き続き交付金事業により取り組む。
　栽培体系を考慮し、機械が導入できるように計画的に事業を推進し、活動目標及び成果が早期に発現するように取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.56

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　選花選別機の導入希望が多く、製造元の受注が増えたため、当初予定よ
り機械製造の日数を要し、年度内に納入が困難となったことから、一部繰越
となった。

　平成２５年度より、事業実施主体合同での生産出荷調整会議を開催し、旬
ごとの出荷計画、品質・販売促進について協議会を行い、検証を行ってい
る。

　事業効果の早期発現のため、事業実施主体との連携を図り、事業を計画通
りに実施できる体制を整備する必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

517,288千円

沖縄県農業協同組合

（１次） 74,480千円(選花選別機：１地

区)
（４次） 180,744千円(選花選別機：１地

事務費
1,384千円

賃金 863、需用費 213、旅費
277、使用料及び賃借料 31

選花選別機整備に係る
経費の補助

補助金
515,904千円

沖縄県花卉園芸農業協同組合
（１次） 79,800千円(選花選別機：１地

区)
（４次） 180,880千円(選花選別機：１地

選花選別機整備に係る
経費の補助

交付対象外経費
(１次) 24,938千円
(４次) 56,525千円

交付対象外経費
(１次) 23,275千円
(４次) 56,483千円

交付対象外経費
23千円



進
捗
状
況
説
明

・不妊虫航空・地上放飼、果実調査等を、計157回実施し、侵入警戒調査の結果発生件数０件を達成した。

実　績

0件

実　績 - 0件 0件

目　標

・ウリミバエの発生地域である台湾等近隣諸国からの再侵入に備え不妊虫航空・地上放飼、果実調査等を、計157回実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（33年度）

ウリミバエの発生件数 0件

目　標 - 0件

予算の状況の説明

・「病害虫防除技術センター増殖棟空調機等改修工事」の設計段階では、冷却循環ポンプ交換だけの予定だったが、交
換に係る解体作業の際に配管類の腐食が想定以上に激しく、既存の配管を再利用できないことが判明したため、配管も
新設取り替えする等、設計を変更した細部の調整等に予定以上に時間を要したため、年度内での完了が困難となった。
・H25年度は前年度繰越分を執行した

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

防除回数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 157回

実　績 157回

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 85.5% 99.7%

Ｃ．次年度繰越額 79,240 －

うち交付金充当額 585,972 63,210

Ｂ．執行済額 733,291 79,013

－ 79,240                     

Ａ．計(b+d) 857,886 79,240                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 857,886 －

(b)予算現額 857,886

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容 　ウリミバエの再侵入防止のため、不妊虫の大量増殖及び航空・地上放飼、果実調査並びに不妊虫大量増殖施設の改修工事を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事請負費）

　農林水産部　営農支援課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 33

H24-No.58

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

58 　ウリミバエ侵入防止事業費 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ウ

農林水産物の安全・安心の確立

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○委託業者に対しては、実績や入札により適正に決定した。
○費目・使途については、事業達成の観点から、必要なもの
なのかどうか額の確定時において支出等に関する書類検査
の上、適正と認められる。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

826

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

812,305 811,479 649,183 162,296

今後の取り組み方針

・ウリミバエ不妊虫大量増殖施設については、26年度中に第三次の機器更新計画を策定し、計画的な改修工事を行う。
・特に、台湾等ウリミバエの発生地域に近く、再侵入のリスクが最も高い八重山の不妊虫放飼センターの改修工事については、喫緊の課題として構想を固め、予
算の確保などに努める予定である。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.58

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・離島地域の侵入防止防除を実施する放飼センターの施設の老朽化がある
ため、改修工事等の検討が必要である。

・改修工事に係る設計委託・工事について早期着工、施工に勤める

民間企業
133,847千円

ウリミバエ不妊虫大量
増殖施設改修工事

沖縄県

総事業費
811,479千円

（株）琉球産経(150,328)
中日本航空（株）(48,981)
中日本航空（株）(77,386)
沖縄県農業協同組合与那国支店(2,880)
興南施設管理(株)(88,200)
(財)沖縄電気保安協会(788)
ヤンマー沖縄(株)(399)
（株）安謝橋電機(551)
(有)あかつき衛生(100)
沖縄菱電ビルシステム㈱(599)
（株）ビコー(208)
（有）照山環境(1,001)
（株）マルイ(140)
（株）内原電機商会(40)
（株）ビコー(1,788)
山陽警備保障沖縄（株）(4,284)
ダイキンHVACソリューション沖縄（株）(747)
川崎重工業(株）(2,123)

（株）沖縄環境保全研究所(1,785)
琉球大学機器分析センター(80)

沖縄県農業協同組合代表理事理事長

（7,032,985円）
沖縄県農業協同組合八重山支店(26,250)
(株)沖縄ダイケン(151)

高良清掃社(176)
セコム琉球株式会社(227)

（株）設備研究所(2,079)
（株）設備研究所(1,313)

（株）設備研究所(945)
（株）設備研究所(771)

工事請負費
163,328千円

委託料
423,866千円

ウリミバエ不妊虫大量増殖等業務にともなう業務委託
ウリミバエ不妊虫航空放飼防除委託（沖縄本島）
ウリミバエ不妊虫航空放飼防除委託（八重山郡島）
与那国町ウリミバエ不妊虫放飼等作業委託
施設運転保守管理
高圧受変電設備精密点検
非常用発電機点検整備
天井クレーン性能点検業務委託
浄化槽清掃及び点検業務委託
昇降機保守点検業務
純水処理装置保守点検業務
汚泥搬出処理業務
産業廃棄物収集運搬処理業務
蛍光灯廃棄処理業務
純水処理装置精密点検整備業務
警備委託業務
コンテナ用冷凍機点検
照射装置保守業務
作業環境測定業務
プール水等放射能検査
宮古群島ウリミバエ不妊虫放飼センター作業委託
八重山群島ウリミバエ不妊虫ウリミバエ不妊虫放飼作業等の業務
委託
八重山群島ウリミバエ不妊虫放飼センターの電気設備保安管理
八重山群島ウリミバエ不妊虫放飼センターからの廃棄物処理
八重山群島ウリミバエ不妊虫放飼センター無人時の警備
病害虫防除技術センタ－増殖棟飼育機器・空調機等改修工事設
計委託
病害虫防除技術センター増殖棟飼育機器・空調機等改修工事監
理委託

需用費
135,319千円

ウリミバエ不妊虫大量増殖・放飼防除・調査で使用する資材の購入
代金

事務費 （役務費、人件費、旅費,備品購入費）

88,966千円

三協電気工事㈱・㈱栄建特定建設工事協同企業体 126,305
千円
金城電気工事(株) 2,054
千円

うち繰越額
76,871千円

うち繰越額 旅費
89千円

うち繰越額
79,013千円

交付対象外経費
826千円

うち繰越額
2,054千円



進
捗
状
況
説
明

・老朽化した竹富町波照間地区の製糖施設を、効率的に製糖できる機器類の整備によってコスト削減を図ることのできる、近代的
な製糖施設に立て替えを行い、H25年産さとうきびから新工場で製造を開始している。

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目標値
（28年度）

８工場

実　績 - 1カ所 -

目　標

含みつ糖工場の建て替え

目　標 - 1カ所

目　標

実　績

予算の状況の説明

・建設予定地の一部の地権者と土地の利用に係る調整が折り合わず、当初予定していた用地面積の縮小と、用地形状の変
更を余儀なくされた。
　このため、建屋の再配置及び大型プラント機器の再配置等に絡んで、建屋の実施設計の調整についても遅れが生じたとと
もに、大型プラント機器類の再検・討にも時間を要したため、H25年度へ繰越を行った。
・工場は平成２５年度に完成し、H25年1月に工場の稼働が開始された。入札残が121,892千円生じた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

含みつ糖工場の建て替え

目　標 1カ所

実　績 1カ所

達
成
状
況
説
明

・老朽化した竹富町波照間地区の製糖施設を、効率的に製糖できる機器類の整備によってコスト削減を図ることのできる、近代的
な製糖施設に立て替えを行った。

執行率（％）(B/A) 29.5% 93.1%

Ｃ．次年度繰越額 1,759,075 －

うち交付金充当額 480,900 1,309,746

Ｂ．執行済額 601,125 1,637,183

1,759,075

Ａ．計(b+d) 2,036,200 1,759,075                  

(d)繰越額 － 1,759,075                  

(a)当初予算額 2,360,200 1,759,075

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度 27年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 324,000 －

(b)予算現額 2,036,200

　農林水産部　糖業農産課
事業実施

（予定）年度
平成24年度～平成25年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-1-(6)

Ⅲ-9

事業内容

　含みつ糖地域の製糖事業については、さとうきび生産が気象災害等の影響を受けやすいため原料の安定的確保が困難であることや、離島地域で
あり地理的に不利な状況であること等により製糖業の経営状況は厳しい状況にある。そのため、製糖事業者の経営体質強化のための製糖事業者
が取り組む製造コストの低減、品質の向上及び衛生管理の徹底等のため施設整備等を支援し、製糖事業者の安定操業を確保することにより、地域
の基幹産業「さとうきび・糖業」の持続的振興を図る。

H24-No.63

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

63 　含みつ糖製糖施設近代化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章-3-(7)-ｲ

亜熱帯性気候生かした農林水産
業の振興

担当部課名



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費

目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・予算規模は、さとうきび原料の量を勘案した施設整備の規模となっており、
適正である。
・費目、使途については事業目的達成の観点から必要なものなのか等につ
いて額の確定時において支出等に関する書類により確認、適正であった。
・事業費の規模及び公益性から考え、負担割合は妥当である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

248,701

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

2,487,009 2,238,308 1,790,646 447,662 0 0

今後の取り組み方針

・関係町村及び製糖事業者と連携を図りながら、製糖施設の老朽化の程度を勘案し、未整備地区の含みつ糖施設を順次建て替えを行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.63

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・製糖施設の建設については、機器類の選定について高度な知識が必要であ
り、町村職員のみでの対応は困難であるため、製糖事業者と連携して実施を
行ったところ、近代的な製糖施設に立て替えられた。

・糖業の適正な操業体制を確立する。

竹富町
2,238,308千円

沖縄県

交付対象
事業費

2,238,308千円

製糖施設建設に係る設計監理

町負担分
交付対象外経費

248,701千円

補助金
2,238,308千円

株式会社大米建設
839,160千円

月島機械株式会社
1,352,843千円

町負担分
交付対象外経費

150，316千円

製糖施設建設に係る機械器具設置工
事

町負担分
交付対象外経費

5,145千円

製糖施設建設に係る実施設計・施工管
理

株式会社 盛設計
46,305千円

町負担分
交付対象外経費

93,240千円



進
捗
状
況
説
明

　繰越事業となったが、平成25年度内での供用開始が可能となった。

実　績

基盤の確保

実　績 基盤の確保 基盤の確保

目　標

　工期延長のため年度内整備が困難になり、事業繰越となった。
　平成25年7月30日に施設設置完了し、平成25年9月より供用開始した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（24年度）

鶏卵の相場を安定させる需給調整基盤の
確保

目　標 基盤の確保

予算の状況の説明
　計画策定の遅れにより工事開始時期が遅れるとともに、施設規模の見直し等により当初想定していた工期を延長せざ
るえなくなったため、年度内の事業完了が困難となり翌年度繰越となった。
　平成25年7月30日に事業完了し、平成25年9月より供用開始した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

鶏卵需給調整施設の整備

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 １施設

実　績 １施設

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 0.1% 100.0%

Ｃ．次年度繰越額 81,675 －

うち交付金充当額 55 65,340                     

Ｂ．執行済額 69 81,675                     

－ 81,675                     

Ａ．計(b+d) 81,791 81,675                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 81,791 －

(b)予算現額 81,791

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容 　鶏卵の相場を安定化させ養鶏産業の振興を図るため、鶏卵の需給調整を図る貯卵施設を整備する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

H24-No.65

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

65 　鶏卵需給調整施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－イ

流通・販売・加工対策の強化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 　支出先の選定方法については、一般競争入札を実施して
おり、事業計画や年度末実績報告等の精査により適正な事
業執行が図られている。
受益者の負担関係は、「沖縄県畜産振興対策事業補助金交
付要綱」に基づいており妥当である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

22,800

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

104,544 81,744 65,395 16,349 0 0

今後の取り組み方針

　関係機関と連携し、本施設を有効活用しながら、県内養鶏業振興を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.65

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　特記事項なし 　特記事項なし

沖縄県
交付対象
事業費

81,744千
円

補助金

81,675千円

沖縄県養鶏農業協同組合

81,675千円

需給調整施設整備に
かかる事業費補助

事務費

69千円

交付対象外経費
22,800千円



進
捗
状
況
説
明

【検証・認証システム構築】
　当該事業でモバイル機器等の検証・認証システムの構築に従事した技術者は99名であったが、うち、県内で業務に携わった人材は55
名であった。
【施設整備】
　平成24年度は、基本計画の策定に不測の日数を要したことや申請手続きに一定期間を要したことから、建設工事を繰り越し、平成25年
8月に供用開始している。

―

実　績 ― 工事完了 ―

―

実　績 ― 55名 ―

　
・情報通信機器検証施設整備工事完了

目　標 ― 工事完了

【検証・認証システム構築】
　一般社団法人ＩＩＯＴ（県内外企業17社で構成）が取り組んだ、①アンドロイド機器等の検証・認証手法の策定、②検証ツールの開発、検
証ナレッジデータベースの構築、③検証ツールの海外版の開発と国際標準化に向けた活動に対して補助を行った。（なお、同法人が実施
する検証・認証システムの構築に対しては、Ｈ26年度まで補助を行う予定）
【施設整備】
　基本計画の策定に不測の日数を要したことや申請手続きに一定期間を要したことから、建設工事を繰り越している。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

・情報通信機器検証施設整備

目　標 1棟

実　績 1棟

目標値
（○○年度）

・モバイル機器等の検証・認証システムの
構築に従事した技術者数（産業の高度化を
担う人材）

目　標 ― 70名

予算の状況の説明

【施設整備の繰越理由】
　予算要求時からの状況変化を踏まえ、再度ニーズ調査を実施したため、基本計画の策定に不測の日数を要することに
なった。また、建築確認審査機関から、計画通知の審査にあたり、当初想定していなかった開発許可不要証明書の提出
を求められたことから、建築確認済証の交付までに不測の日数を要したため、予算を繰り越している。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

・モバイル機器等の検証・認証システムの
構築に対する補助

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 1件

実　績 1件

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 53.2% 90.3%

Ｃ．次年度繰越額 500,690 －

うち交付金充当額 502,862 361,616

Ｂ．執行済額 628,577 452,021

－ 500,690                   

Ａ．計(b+d) 1,181,404 500,690                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) ▲ 4,750 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,186,154 －

(b)予算現額 1,181,404

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容

　県内情報産業の技術蓄積と高度化を図るため、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ用OS｢ｱﾝﾄﾞﾛｲﾄﾞ｣に関する検証・認証ｼｽﾃﾑの構築を行う県内事業者に対して支援を行
うとともに、検証・認証ｻｰﾋﾞｽ事業者の創業を促進するため、共同利用検証施設やｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ施設を整備する。
　平成24年度は、①アンドロイド機器等の検証・認証手法の策定、②検証ツールの開発、検証ナレッジデータベースの構築、③検証ツールの海外
版の開発と国際標準化に向けた活動に対して支援を行う。
　また、検証・認証サービス事業者の創業を促進するため、インキュベート施設を整備する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事請負費）

　商工労働部　情報産業振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.93

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

93 　モバイル機器等検証拠点形成促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（３）－エ

情報通信関連産業の高度化・多様化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-1-(2)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者、工事請負者及び補助事業者は公募型プロ
ポーザル方式により体制、実績、事業計画等を勘案した上で
選定しており、妥当であったと考えている。
○産業振興に資するとともに、公共性の高い事業であること
から妥当である。
○県内企業の経営基盤の脆弱性や類似の継続事業である
「新たな組込システム検証基盤構築事業（H23年度～）」の事
業者負担1/4を参考に設定しており、受益者との負担関係は
妥当である。
○費目・使途については事業目的達成の観点から、支出等
に関する書類により確認したところ、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

109,738

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

1,190,336 1,080,598 864,478 216,120 0 0

今後の取り組み方針

【検証・認証システム構築】
次年度は、上記の検証を踏まえ以下の事項に留意した支援を実施する
・新規実証実験協力企業を獲得するための広報活動の強化
・プロジェクトを管理することのできる上中位層の技術者を県外から確保する施策を検討する

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.93

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

【検証・認証システム構築】
・競争力があり、かつ、完成度の高いビジネス基盤を構築するためには、企
業ニーズに即した機能を実装することが必要である。そのための手法とし
て、将来の顧客となり得る企業を対象に実証実験を行ってるが、H24年度
は、4件の実証実験を通じて具体的なニーズのフィードバックを得ることがで
きた。

・H24年度は、55名の技術者が県内で検証・認証システム基盤の構築に従事
しているが、プロジェクトを管理することのできる上中位層の技術者が不足し
ているとの声が補助事業者から上がっている。

【検証・認証システム構築】
・補助事業実施期間中に、より多くの顧客企業で実証実験を行うことで、競争
力があり、かつ、完成度の高いビジネス基盤を構築することができる。

・プロジェクトを管理することのできる上中位層技術者の育成には時間を要す
ることから、県外から即戦力となる人材を確保し、当該事業に従事してもらうこ
とが、進捗を図る上で効果的であると思われる。

沖縄県

交付対象
事業費

1,080,598千円

新築工事設計及び工事監理
にかかる委託業務

委託料
44,083千円

（株）アムルデザイン・（有）造家設計研究室・
（株）環境設計国建 共同企業体 44,083千円

モバイル機器等の検証・認証
システムの構築係る経費の補

交付対象外経費
109,267千円

補助金
327,796千円

一般社団法人IIOT
327,796千円

情報通信機器検証施設の
整備にかかる工事

・建築工事
・電気工事
・機械工事
・昇降機工事

工事請負費
705,982千円 ・（株）南山開発 226,899千円

・（有）福地組 208,740千円

・（有）三省電気工事・（株）東興電設・（有）エイト電
気工事 共同企業体 174,751千円

・（有）クラウン工業・（有）東部水道工事社 共同企
業体 79,422千円

情報通信機器検証施設の建設用
地

使用料及び賃借
料

2,737千円

沖縄県
（中城湾港（新港地区）臨海部土

地造成事業特別会計）
2,737千円

報償費、旅費
（交付対象外経費）

事務費
471千円



進
捗
状
況
説
明

【データセンター施設関連】
　データセンターに係る基本計画の策定、実施設計及び通信回線の整備を完了しており、成果目標を達成している。
　現在は、データセンターの建設工事に着手しており、平成26年度中の完成を目指している。

―

実　績 ― ― ―

―

実　績 ―
基本計画の策定
実施設計の完了

整備の完了
―

―

目　標 ― ―

【基本計画・実施設計】
　ボーリング調査等に不測の日数を要したため、実施設計を繰り越したものの、平成25年7月に完了し、目標を達成している。

【通信回線整備】
　国道事務所管轄の情報ＢＯＸの事前調査（空き状況調査等）に不測の日数を要したため、工事を繰り越したが、平成26年3月に整備が
完了し、目標を達成している。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

・通信回線の整備

目　標 整備の完了

実　績 整備の完了

目標値
（○○年度）

・データセンター整備にかかる基本計画・実
施設計の完了

・通信回線整備の完了

目　標 ―
基本計画の策定
実施設計の完了

整備の完了

予算の状況の説明

【基本計画・実施設計】
　土質調査の結果、当初想定より支持地盤層が深かったことから、ボーリング調査等に不測の日数を要する等実施設計
を繰り越したが、平成25年7月に完了し、適切に予算を執行している。
【通信回線工事】
　通信回線工事の発注後、国道事務所管轄の情報ＢＯＸの事前調査（空き状況調査等）に不測の日数を要する等工事を
繰り越したが、平成26年3月に完成し、適切に予算を執行している。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

・データセンター整備にかかる基本計画・実
施設計
（うるま市、構造：RC造、階数：地上2階建
て）

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
基本計画の策定
実施設計の完了

実　績
基本計画の策定
実施設計の完了

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 55.4% 99.6%

Ｃ．次年度繰越額 191,162 －

うち交付金充当額 192,096 152,265

Ｂ．執行済額 240,121 190,332

－ 191,162                   

Ａ．計(b+d) 433,450 191,162                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 4,750 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 428,700 －

(b)予算現額 433,450

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容

　クラウド･コンピューティング等の新たな高付加価値サービスを創出するとともに、国内外のバックアップ／リスク分散化拠点を形成し、企業立地
の促進や情報通信関連産業の振興等を図るため、クラウド・データセンターの集積に必要な共通基盤とデータセンターを整備する。
　平成24年度は、①データセンター整備に係る基本計画・実施設計の実施（委託料）②県内主要データセンターとの通信回線整備（工事請負費）
を実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事請負費）

　商工労働部　情報産業振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

H24-No.94

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

94 　沖縄型クラウド基盤構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（３）－エ

情報通信基盤の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-1-(2)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者及び工事請負者は、公募型プロポーザル方式
により企業組織、実績、知識等を勘案した上で選定しており、
妥当であったと考えている。

○産業振興に資するとともに、公共性の高い事業であること
から妥当である。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から、支出等
に関する書類により確認したところ、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

―

3,660

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

434,112 430,452 344,362 86,090 0 0

今後の取り組み方針

・県のクラウドビジネスビジョンを早急に策定し、事業戦略やクラウドデータセンター（DC）、情報通信基盤（光通信ネットワーク）の運営等に反映する。

・県と民間データセンター事業者で構成するDCクラウド事業協議会を設置し、より戦略的な事業展開を図る。

・当該協議会により、知名度アップ、広報活動を展開していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.94

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

○内部要因
・今回整備したデータセンター間通信回線（情報通信基盤）を、知名度の高い
大企業や民間データセンター事業者に周知し、同回線利用企業の集積を促
進することで、さらなる通信コストの低減化（ボリュームディスカウント）を図っ
ていく必要がある。
・回線利用企業を集積するため、知名度の高い大企業と県内外の民間デー
タセンター事業者に対して、積極的な誘致活動を展開する必要がある。

○外部環境
・ディザスタリカバリ（ＤＲ）や事業継続計画（ＢＣＰ）の考え方が見直される
中、同時被災リスクの低い沖縄の地理的優位性を活かした企業誘致を展開
することで、沖縄への立地や回線利用企業の集積につなげ、情報通信関連
産業の高度化・多様化・活性化を図る必要がある。

・クラウドデータセンターやデータセンター間通信回線（情報通信基盤）の、よ
り効果的なサービスの開発やより具体的なサービス内容の周知を行い、利用
企業の集積を促進していく必要がある。

・県内各民間データセンター事業者と協働体制を築き、オール沖縄での企業
誘致活動を展開することで、県内情報通信関連産業の高度化・活性化につな
げていく必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

430,452 千円

沖縄型クラウド基盤構築
に係る基本計画等の策定業務

沖縄型クラウド情報通信基盤
構築に係る調査業務

委託料
131,202 千円

沖縄クラウドプロジェクト共同企業体
59,924 千円

沖縄クロス・ヘッド株式会社
4,956 千円

工事請負費
299,250 千円

西日本電信電話株式会社
299,250 千円

通信回線の整備

沖縄クラウドデータセンター
（仮称）に係る実施設計業務

株式会社国建
66,322 千円



進
捗
状
況
説
明

・繰越事業となったものの、施設の供用を開始することができた。
・うち４棟については、企業誘致に向けた折衝を行っているところである。
・うち２棟については、５社の製造業関連企業が立地し、操業を開始しているところである。

実　績 繰越 ６棟整備

実　績 設計完了

施設整備

目　標 ６棟整備 ６棟整備

・設計調整等に不測の日数を要したことで、工事請負費を次年度に繰り越すこととなった。
・設計業務は目標どおり平成24年度において完了した。
・建設工事は平成25年度において完了し、賃貸工場は平成25年８月に供用を開始した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

基準値
（　年度）

24年度 25年度 26年度

賃貸工場の建築設計の実施

目　標 設計実施

実　績 設計完了

目標値
（　年度）

建築設計実施

目　標 設計完了

予算の状況の説明

・予算額は、設計業務及び建設工事に要する経費を計上したところである。
・平成24年度は設計調整等に不測の日数を要したことで、工事請負費を次年度に繰り越すこととなり、執行率は32％に留
まっている。
・建設工事は平成25年度において完了し、賃貸工場は平成25年８月に供用を開始した。
・全体の執行率は87％であり、予算規模は概ね適切であったと評価する。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

施設整備

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 ６棟整備 ６棟整備

実　績 繰越 ６棟整備

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 32% 81%

Ｃ．次年度繰越額 2,106,295 －

うち交付金充当額 819,763 1,370,142

Ｂ．執行済額 1,024,704 1,712,678

－ 2,106,295                 

Ａ．計(b+d) 3,157,230 2,106,295                 

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 756,000 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 2,401,230 －

(b)予算現額 3,157,230

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　　特別自由貿易地域において、立地する企業の初期投資の軽減や早期操業を支援することにより企業誘致を促進するため、賃貸工場の整備
を行う。
　そこへ企業を立地させることにより、県内の製造業及び関連産業の振興を図る。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（建設工事）

　商工労働部　企業立地推進課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

H24-No.98

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

98 　特別自由貿易地域賃貸工場整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（４）－ア

臨空・臨港型産業の集積による
国際物流拠点の形成

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）



0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

2,737,382 2,737,382 2,189,906 547,476 0 0

今後の取り組み方針

　更なる企業ニーズの把握に努め、新たな入居業種に対応したインセンティブ性の高い、企業集積を加速する整備計画を策定する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.98

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　沖縄県の企業誘致における課題として、関連産業の集積が少ないことや、
島嶼性に起因する割高な物流コスト、分譲用地価格が高いこと等が挙げら
れる。

　折衝企業のほか、企業誘致セミナー等におけるアンケートや、企業訪問を通
じたニーズを踏まえ、工場の規模やスペックなど、更なる誘致のインセンティブ
性の向上に向け検討を行う。



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○指名競争入札により、支出先の選定を行っており、適正で
ある。
○賃貸工場の設計及び工事に必要な予算規模であり、適正
である。
○賃貸工場の設計及び工事に必要な経費であり、適正であ
る。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－



　

実　績 －

①18.2t-CO2

②0.9×106kWh/年
③847t-CO2/年
④3.6t-CO2

①実証店舗によるCO2排出削減量
②太陽光発電設備の推定発電量
③太陽光発電設備に伴うCO2削減量
④改造ＥＶバスによるCO2排出削減量

目　標 －

①4.5t-CO2

②1.0×106kWh/年
③1000t-CO2/年
④3.6t-CO2

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値
（ 年度）

24年度 25年度 26年度
目標値

（　年度）

進
捗
状
況
説
明

　再生可能エネルギー（太陽光発電設備）については、当初予定していた容量より多く導入することができたが、実証に伴う設備の調整や
台風などの影響等により、目標としていた発電量を得ることができなかった。
　しかし、系統安定化対策に必要な太陽光発電設備の特性やパワーコンディショナを用いた出力制限の効果などのデータを収集すること
ができた。
　なお、実証店舗や改造ＥＶバスでの二酸化炭素排出削減量は、目標以上の数値を達成することができている。

予算の状況の説明
　島嶼型スマートコミュニティ実証事業のうち、来間島スマートグリッドシステムの開発に際し、沖縄電力の協力が得られ
たことにより、システムを簡素化することができたことから、開発費の一部が不用となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

①分散型店舗における消費電力エネル
ギーマネジメントシステム実証対象件数
②太陽光発電導入量
③亜熱帯型省エネ住宅の実証住宅の選定
数
④改造ＥＶバスの製作台数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標

①８件
②1,384kW

③10件
④１台

実　績

①８件
②1,380kW

③15件
④１台

達
成
状
況
説
明

　島嶼型スマートコミュニティ実証事業のうち、来間島100％自活実証事業について、関係機関との調整に不測の時間を要したことにより
事業繰越となったが、平成25年７月31日には完了し、活動目標を達成することができた。

執行率（％）(B/A) 98.7% 43.5%

Ｃ．次年度繰越額 － －

うち交付金充当額 918,468 54,258

Ｂ．執行済額 1,080,262 67,823

－ －

Ａ．計(b+d) 1,093,949 156,007                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,093,949 156,007

(b)予算現額 1,093,949

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

156,007

事業内容

　島しょ型スマートグリッドモデル地域の形成を目指すため、再生可能エネルギー導入に伴う系統安定化対策技術等の実証実験や、ＥＶバス・省
エネ住宅等の普及促進を図る。
　平成24年度は、分散型店舗における消費電力のエネルギーマネジメントシステムの実証や大規模な太陽光発電設備による出力データ取得と
系統安定化対策の実証、亜熱帯型省エネ住宅ガイドラインの作成作業と実証住宅の選定及び改造ＥＶバスの開発と運用の実証を実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

　商工労働部　産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.103

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

103 　スマートエネルギーアイランド基盤構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－イ

クリーンエネルギーの推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-11-(3)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

支出先の選定は、公募または特殊事情による随意契約によ
り実施
予算規模等については事業内容に見合ったものと判断でき
る

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

4,416

うち交付金
充当額(80%）

うち県負担金
(20%)

うち市町村
負担金( %)

その他( %)

1,152,501 1,148,085 918,468 229,617 0 0

今後の取り組み方針

　本事業は島しょ型スマートグリッドモデル地域の形成を目指し、再生可能エネルギー導入に伴う系統安定化対策技術等の実証実験や、ＥＶバス・省エネ住宅等
の普及促進を図るため、複数の細事業を実施している。
　地理的・地形的に特殊である沖縄県においてスマートグリッドを総合的に取り組む実証事業を実施するには交付金以外では困難であることから、今後も継続した
取り組みを行う必要がある。
　なお、平成24年度までは各細事業単独で実施していたところであるが、平成25年度以降は、これまで実施して得た知見や成果を踏まえ、各事業間で連携した取
り組みを目指すこととしている。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.103

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

○国による再生可能エネルギーの固定価格買取制度の施行など、再生可能
エネルギーを取り巻く環境は日々変化している。
○ＥＶバス開発・運用実証事業について、改造ＥＶバスを開発・製作すること
で県外技術者から県内事業者へＥＶ技術の移転・蓄積を行い、県内のＥＶ普
及を目指す計画であったが、参加する県内事業者の不足や改造ＥＶバスの
開発・制作費のコストを下げることが困難等の課題が明らかになった。

○再生可能エネルギー等に関する国等の施策について注視し、繰越しとなる
ことがないよう関係機関との事前調整を積極的に行う必要がある。
○明らかになった課題を解決するため、ＥＶバス開発・運用実証事業について
は、製作した２台の改造ＥＶバスによる運用実証を重点的に行うこととした上
で、国土交通省が推進し、また、県内事業者が興味を持つ小型ＥＶの開発等
を行うことが、県内事業者によるＥＶ技術の移転・蓄積が見込まれると判断し、
平成25年度より事業の進め方を修正する必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

1,249,956千円

亜熱帯型省エネ住宅および
エネルギーマネジメントシステム

の実証にかかる委託業務

ＥＶバス開発・実証運用事業
にかかる委託業務

宮古島市事業
にかかる委託業務

委託料
1,138,642千円

（一財）南西地域産業
活性化センター

64,312千円

（公財）
沖縄県産業振興公社

146,114千円

宮古島市
928,216千円

うち繰越額67,823千円

補助対象外経費
4,416千円

補助金
8,831千円

沖縄電力㈱
8,831千円

旅費
事務費
613千円

委託料
8,831千円

㈱渡久山設計
6,710千円

22kV大宜味風力線（架空線）

の調査測量設計

㈱渡久山設計
969千円

国道331号地中部の

調査測量設計

㈱沖縄エネテック
1,152千円

22kV大宜味風力線
（大保変電所）の調査測量設計



進
捗
状
況
説
明

・平成25年４月に実証プラント整備が完了した。同月から運転を開始し、データ計測及び要素機器の技術向上のための実証試験を行って
いる。
・天然ガスの試掘調査においては、那覇市、南城市、宮古島市に各１箇所の試掘を行なった。

－

実　績 －

掘削深度
　那覇-1243m
　南城-1800m

　宮古島-2437m

－

実　績 － 実証プラントの整備

掘削深度
　那覇-1300m
　南城-1800m
　宮古島-2500m

目　標 －

掘削深度
　那覇-1300m
　南城-1800m

　宮古島-2500m

・海洋温度差発電実証プラントは平成25年４月にプラント整備が完了した。同月から運転を開始し、データ計測及び要素機器の技術向上
のための実証試験を行っている。
・天然ガスの試掘調査においては、那覇市、南城市、宮古島市に各１箇所の試掘を行なった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値
（ 年度）

24年度 25年度 26年度

試掘箇所数　3箇所

目　標 試掘箇所数　3箇所

実　績 試掘箇所数　3箇所

目標値
（　年度）

実証プラントの整備

目　標 － 実証プラントの整備

予算の状況の説明   天然ガス試掘調査においては、試掘作業において固い層のため掘削量が減ったため、年度内執行率が91％になった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

実証プラントの整備

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 実証プラントの整備

実　績 実証プラントの整備

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 0.1% 91%

Ｃ．次年度繰越額 1,495,754 －

うち交付金充当額 1,470 1,364,147

Ｂ．執行済額 1,470 1,364,147

－ 1,495,754                 

Ａ．計(b+d) 1,497,439 1,495,754                 

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,497,439 －

(b)予算現額 1,497,439

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　沖縄県において、十分に利活用されていない天然ガス等の地産エネルギーの有効活用を促進し、エネルギー自給率の向上を図るとともに、産
業の振興を図るため、天然ガスの試掘、海洋深層水を活用した海洋温度差発電の実証を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　商工労働部　産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.104

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

104 　未利用資源・エネルギー活用促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－イ

クリーンエネルギーの推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-11-(3)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

　支出先の選定は、公募または特殊事情による随意契約に
より実施予算規模等については事業内容に見合ったものと
判断できる

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

1,364,147 1,364,147 1,091,317 272,830 0 0

今後の取り組み方針

  海洋温度差発電については、世界的にも例の少ない発電方法であることから、将来の商用化に向けた技術向上を図るため、引き続きデータ計測及び要素機器
の技術向上のための実証試験を行う必要がある。
　天然ガス試掘調査については、試掘調査の結果を踏まえ、各試掘地における天然ガス資源の有効利活用について検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.104

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

○　海洋温度差発電実証事業
　実証プラントが設置されている区域が、内閣官房総合海洋政策本部が地
方公共団体の申請により選定するとしている海洋再生可能エネルギーの実
証フィールドとして選定された場合、同フィールドの管理方法により事業の実
施のあり方を検討する必要がある。

○　天然ガス試掘調査
　天然ガス資源の有効利活用計画を立てるためには、試掘場所における関
係自治体などとの連携が不可欠である。

○　海洋温度差発電実証事業
　実証プラントにおいては使用可能な海洋深層水に制限があることから、研究
用、産業用との複合利用を検討し、効率的な資源利用をのあり方を検討す
る。

○　天然ガス試掘調査
　　「天然ガス資源有効利活用検討委員会」にて沖縄県の現状、課題を挙げ
検証していく必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

1,364,147千円

海洋温度差発電実証試験にかかる委託

業務

天然ガス資源活用促進に向けた試掘調査
事業委託業務

委託料 1,363,367千円 ＩＨＩプラント建設・ゼネシス・横河
電機共同企業体 498,498千円
（うち繰越額 498,498千円）

試掘事業共同企業体（JV8社）
綜合開発株式会社、株式会社
蔡温、株式会社共和技研、株式
会社沖縄ポンプ工業、一般財団
法人沖縄県環境科学センター、
合同資源産業株式会社、関東
天然瓦斯開発株式会社、株式
会社冨士ボーリング

864,869千円
（うち繰越額 864,869千円）

旅費事務費 780千円
（うち繰越額 780千円）



　文化観光スポーツ部　文化振興課
事業実施

（予定）年度
平成２４年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
３－１－（４）

事業内容

　沖縄伝統空手を独自の文化遺産として保存・継承・発展させるとともに、「空手発祥の地・沖縄」を国内外に発信する拠点として、空手道会館を
整備するための基本計画等を策定する。
　平成24年度は,繰越予算で、建設場所、施設の内容・規模、管理運営計画、概算事業費等を盛り込んだ基本計画の策定や、基本設計及び測
量・土質調査を実施したところである。

H24-No.119

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

119 　空手道会館（仮称）基本計画等策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－エ

文化の発信・交流

担当部課名

(a)当初予算額 17,485 30,868

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度 27年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 －

(b)予算現額 17,485 30,868

Ａ．計(b+d) 17,485 30,868                     

(d)繰越額 － 30,868                     

うち交付金充当額 13,835 21,348

Ｂ．執行済額 17,294 26,685

執行率（％）(B/A) 98.9% 86.4%

Ｃ．次年度繰越額 30,868 －

予算の状況の説明
　空手道会館基本計画の策定にあたり、収支計画や管理運営体制等の部分について、当初予定していた計画よりも詳細
かつ具体的な内容の計画を策定する必要が生じ、計画策定に不測の日数を要したことから、計画策定に続いて予定して
いた基本設計及び測量・土質調査については、次年度に繰越となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

空手道会館（仮称）建設にむけた基本計画
の策定（建設場所、施設内容・規模、施設
配置計画、概算事業費等）

目　標 基本計画を策定

実　績 基本計画を策定

達
成
状
況
説
明

　平成２４年度に外部有識者等で組織された「空手道会館基本計画策定委員会」を４回開催して検討を行ない、基本計画を策
定した。なお、同委員会において、「空手道会館は、空手に特化した施設となることから、その維持管理にかかる費用について
は、可能な限り自立した運営を目指す必要がある。その収支計画や管理運営体制等について、なお一層の検討が必要であ
る。」との指摘があり、当初予定していた計画よりも詳細かつ具体的な内容の計画を策定する必要が生じ、計画策定に不測の
日数を要したことから、計画策定に続いて予定していた基本設計や測量・土質調査は次年度へ繰越となった。その基本設計
や測量・土質調査は平成25年度で完了した。
※　沖縄県HP　 http://www.pref.okinawa.jp/site/bunka-sports/bunka/karatekihonnkeikaku.html

空手道会館（仮称）建設に向けた基本設
計、測量・土質調査の実施

目　標
基本設計、測量、土質
調査の実施

実　績
基本設計、測量、土質
調査の実施

実　績 － 基本計画を策定

空手道会館（仮称）建設に向けた基本設
計、測量・土質調査の実施

目　標 －
基本設計、測量・
土質調査を実施

空手道会館（仮称）建設にむけた基本計画
の策定（建設場所、施設内容・規模、施設
配置計画、概算事業費等）

目　標 － 基本計画の策定

進
捗
状
況
説
明

  事業繰越を行ったが、平成２５年度中には基本設計、測量・土質調査を含めて事業完了したところである。

実　績 －
基本設計、測量・
土質調査を実施

成果目標
（指標）

及び進捗状況

基準値
（○○年度）

24年度 25年度 26年度
目標値

（○○年度）



H24-No.119

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　平成２４年度中に建設場所を決定して基本計画を策定したが、当初の予定
よりも詳細かつ具体的な計画を策定したために不測の日数を要することとな
り、計画策定に続いて予定していた基本設計や測量・土質調査については、
次年度へ繰越となった。
　また、建設場所の決定により、当初想定していなかった課題等、想定してい
なかった作業工程が新たに発生することとなった。

　建設場所の決定によって新たに発生した課題等を、誘致した市などと連携し
て取り組み早急に建設工事に着手できるように取り組むこととする。

43,979 43,979 35,183 8,796 0 0

今後の取り組み方針

　平成24年度から繰越となった基本設計や測量・土質調査などは実施完了した。今年度は、用地買収や物件補償、実施設計を早期に完了させ、今年度中の工事
着手に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額(80%）

うち県負担金
(20%)

うち市町村
負担金( %)

その他( %)

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者については、法令に基づき、競争入札で選定
する他、これまでに取得したデータ、蓄積されたノウハウ、業
務への習熟度の信頼関係等を最も有効的に活用できる事業
については公募形式で業者選定を行った。
○委託業務についても、契約額の範囲内で事業目的や委託
仕様書に合致した成果物が完成しており、適切に実施された
と考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

空手道会館（仮称）にかかる
基本計画策定委託業務

委託料
47,353千円

沖縄県

交付対象
事業費

43，979千円

旅費事務費
809千円

委託料
43，170千円

株式会社国建、株式
会社沖縄映像セン

ター、株式会社電通
沖縄共同企業体

16,485千円

平成24年度予算

（株）国吉設計
17，489千円

空手道会館（仮称）新築工事基
本設計委託業務

平成24年度繰越予算

（社）沖縄県公共嘱託
登記土地家屋調査士

協会
4,148千円

平成24年度繰越予算

空手道会館（仮称）用地取得に
係る分筆登記嘱託業務

平成24年度繰越予算

（株）南城技術開発
4,250千円

空手道会館（仮称）新築工事地
質調査業務委託

（財）沖縄県建設技術
センター
798千円

空手道会館（仮称）新築工事地
質調査委託監督代行業務

平成24年度繰越予算



進
捗
状
況
説
明

・ガントリークレーン整備事業：活動目標どおり、仕様書作成を完了し、更に機械製作工事を完了することができた。
・リーファー電源整備事業：生鮮食品、冷凍庫など低温輸送が必要となるリーファーコンテナに必要なリーファー電源を那覇国際コンテナ
ターミナルに設置するための実施設計を完了するとともに、工事を実施し、リーファー電源の需要に十分に対応することが可能となった。
・那覇港物流ビジネスモデル導入事業：活動指標どおり、当該物流ビジネスモデルの社会実験を開始し、更に社会実験が完了し、その結
果貨物の輸出にかかるコスト及び輸送時間等を把握することができた。
・ガントリークレーン製作、リーファー電源整備、外貌航路の社会実験は順調に目標を達成してきており、施策の推進（沖縄２１世紀ビジョ
ン実施計画Ｐ154那覇港の取扱貨物量）において、貨物量増加に係る整備を実施しており、目標達成に寄与するものである。

H24-No.120

【参考指標】
沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ１５４
　那覇港の取扱貨物量

目　標
1,004万トン

（23年）
1,950万トン

（28年）
2,840万トン

（33年）

－

実　績 － 社会実験完了 －
那覇港における外貿航路の社会実験開始

目　標 － 社会実験開始

－

実　績 －
実施設計、整備

工事完了
－

－
仕様書作成、3号
機製作工事完了

－

達
成
状
況
説
明

・ガントリークレーン整備事業：活動目標どおり、仕様書作成を完了し、更に機械製作工事を完了することができた。
・リーファー電源整備事業：生鮮食品、冷凍庫など低温輸送が必要となるリーファーコンテナに必要なリーファー電源を那覇国際コンテナ
ターミナルに設置するための実施設計を完了するとともに、工事を実施し、リーファー電源の需要に十分に対応することが可能となった。
・那覇港物流ビジネスモデル導入事業：活動指標どおり、当該物流ビジネスモデルの社会実験を開始し、更に社会実験が完了し、その結
果貨物の輸出にかかるコスト及び輸送時間等を把握することができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値
（年度）

24年度 25年度

リーファー電源整備に係る実施設計、整備
工事着手

目　標 －
実施設計、整備

工事着手

26年度
目標値
（年度）

那覇港のガントリークレーン整備に係る仕
様書作成、3号機製作工事着手

目　標 －
仕様書作成、3号
機製作工事着手

－

実　績

目　標 社会実験開始

実　績 社会実験完了

リーファー電源整備に係る実施設計、整備
工事着手

目　標
実施設計、整備工事

着手

実　績
実施設計、整備工事

完了

予算の状況の説明

・ガントリークレーン整備事業：航空法に基づく制限表面高さの制約があり、関係機関との協議に不測の日数を要し、更
に、高さ制約に伴い、既製品では対応できず、部材等が特注品となったため、標準工期での製作は厳しく、繰越となった。
・リーファー電源整備事業：ガントリークレーンの規格決定に係る協議に期間を要し、必要となる電力容量の把握ができ
ず、これに伴う供給設備の設計が遅れたため繰越となった。
・那覇港物流ビジネスモデル導入事業：物流ビジネスモデルのうち、香港向け混載輸出については、船社との調整に時間
を要し、平成24年12月からの開始となったが、その定着のためには、継続的に行う必要があるため、繰り越して実施し
た。
なお、不用額については、中古車輸出モデルの社会実験対象貨物が、予定していた数量に至らなかった事による契約額
の減である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

那覇港のガントリークレーン整備に係る仕
様書作成、3号機製作工事着手

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
仕様書作成、3号機製

作工事着手

実　績
仕様書作成、3号機製

作工事完了

那覇港における外貿航路の社会実験開始

執行率（％）(B/A) 29.4% 96.2%

Ｃ．次年度繰越額 236,957 －

うち交付金充当額 79,021 182,455

Ｂ．執行済額 98,776 228,069

－ 236,957                   

Ａ．計(b+d) 335,733 236,957                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 335,733 －

(b)予算現額 335,733

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　産業振興の基盤である那覇港の機能強化と臨港型産業の育成に繋げるため、外貿貨物を集積輸送する社会実験、国際流通貨物において需
要が増大しているリーファー貨物へ供給する電源の変電設備・コンセント架台の設置及びガントリークレーンの整備を行う。
　平成24年度は、物流ビジネスモデル導入事業の実施、ガントリークレーン3号機製作工事及びリーファー電源を整備する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　土木建築部　港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.120

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

120 　那覇港物流機能等強化事業費 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章-3-（1）-イ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-1-（3）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

・負担割合について、「那覇港管理組合の設立に関する覚
書」にて沖縄県６、那覇市３、浦添市１となっており、妥当で
あったと考えている。
・費目、使途については、関連書類を確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

326,845 326,845 261,476 65,369 0 0

今後の取り組み方針

・ガントリークレーン整備事業
　引き続き、工程会議を密に行い、また、作業状況、現場状況等の把握に努めながら、ガントリークレーンの整備を早期に行い、国際流通港湾としての機能充実を
図る。
・リーファー電源整備事業
　国際流通港湾機能の利用環境を維持すべく、施設の適切な維持管理を行う。
・那覇港物流ビジネスモデル導入事業
　荷主を対象とした「社会実験」の実証をするための費用を補助し、物流コスト低下に繋がる輸出貨物の更なる増加を図る。
　船社を対象とした「社会実験」の実証をするための費用を補助し、輸送時間の短縮に資する国外直行航路の新規開設を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・ガントリークレーン整備事業
　ガントリークレーン整備の執行について、航空法に基づく制限表面高さの
関係機関協議により、当初予定していた工期より長くなった。
・リーファー電源整備事業
　活動実績及び成果実績について、当初見込みどおり、実施設計を行い、整
備着手する事ができた。
・那覇港物流ビジネスモデル導入事業
　社会実験の実施によって、物流コストの低減や輸送時間の短縮による、物
流効率化を求める声は多いことがわかった。
　輸送時間の短縮に資する、国外直行航路の新規開設を望む声が多く聞こ
えた。

・ガントリークレーン整備事業
　今後工程に遅れが生じることがないよう、工程会議等を密に行う必要があ
る。
・リーファー電源整備事業
　年々需要が増大しているリーファーコンテナを更に獲得するために必要とな
る箇所すべてのリーファー電源を整備できている。
・那覇港物流ビジネスモデル導入事業
　物流コスト低下に繋がる輸出貨物の更なる増加を図るため、荷主を対象とし
た「社会実験」を行う必要がある。
　輸送時間の短縮に資する国外直行航路の新規開設を図るため、船社を対
象とした「社会実験」を行う必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

326,845千円

補助金
326,845千円

那覇港管理
組合

326,845千
円

委託料
41,795千円

物流ビジネスモデル導入事業検討を
行う業務委託

ガントリークレーンレールの設計業務
委託

ガントリークレーン仕様書作成の業務
委託

(株)国建・（株）地域開発研究所共同企業体

20,698千円

（株）沖技
2,079千円

社団法人 港湾荷役機械システム協会
8,505千円

ガントリークレーン製作工事の管理業
務委託

社団法人 港湾荷役機械システム協会
7,308千円

ガントリークレーン製作工事の管理業
務委託

（株）中建設計コンサルタント

2,726千円

新港ふ頭のリーファー電源の設計業
務委託

（株）沖縄エネテック

479千円

工事費
285,050千円

ガントリークレーン製作工事

ガントリークレーンレール設置工事

三井造船（株）

227,086,000千円

（株）野原建設

21,816,000千円

リーファー電源設置工事
（株）宜野湾建設
36,148,000千円



進
捗
状
況
説
明

・利便施設の実施設計は完了し、次年度の円滑な整備が可能となった。
・浮桟橋の実施設計は完了したが、改良工事は、入札不調等により実施できなかった。
・平成24年度に浮桟橋の実施設計が完了しており、施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ２９６安全で安定した海上交通の維持・
確保）において、今後、浮桟橋の改良工事を実施し、離島航路の安全・安心、利便性確保を図る。

－

実　績 －
実施設計業務の

完了
－

－

実　績 －
実施設計業務の

完了
－

浮桟橋の実施設計の完了

目　標 －
実施設計業務、
改良工事の完了

・設計業務は予定どおりに平成24年度において完了した。
・浮桟橋の改良工事は平成25年度において実施予定であったが、入札不調等により実施できなかった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（24年度）
24年度 25年度 26年度

浮桟橋の実施設計の完了

目　標
実施設計業務、改良

工事の完了

実　績 実施設計業務の完了

目標値
（25年度）

利便施設の実施設計の完了

目　標 －
実施設計業務の

完了

予算の状況の説明

・予算額は設計業務、整備工事等に要する経費を計上したところである。
・平成24年度は関係機関との調整に不足の日数を要したため、執行率が27.7％にに留まっている。
・設計業務は予定どおりに平成24年度において完了したところである。
・改良工事は平成25年度において実施予定であったが、入札不調等により実施できず、22,482千円の不用が生じた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

利便施設の実施設計の完了

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 実施設計業務の完了

実　績 実施設計業務の完了

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 27.7% 27.5%

Ｃ．次年度繰越額 31,000 －

うち交付金充当額 9,541 6,814

Ｂ．執行済額 11,927 8,518

－ 31,000                     

Ａ．計(b+d) 43,000 31,000                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 43,000 －

(b)予算現額 43,000

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　ダイビング等観光利用が進む離島航路の安全・安心、利便性確保を図るため、浮桟橋の整備及びシャワー設備等の利便施設の整備を行う。
　平成24年度は、利便施設、浮桟橋の実施設計を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事請負）

　土木建築部　港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

H24-No.126

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

126 　港湾関連施設利便性向上整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１１）－ウ

交通基盤の整備と交通ネットワークの充実強化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１１－（２）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○委託業務は指名競争入札、改良工事は一般競争入札を
実施しており、支出先及び額は適正である。
○費目・使途については事業目的達成の観点からすべて必
要な委託業務及び請負工事である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

20,445 20,445 16,355 4,090 0 0

今後の取り組み方針

・工事使用船舶の動向把握に努め、円滑に工事が施工されるよう検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.126

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・浮桟橋の改良工事については、浮桟橋の利用者が多い時期を避けて工事
を発注したが、入札不調や工事使用船舶の確保が困難などの理由により実
施できなかった。

・入札不調の原因を究明し、対策を検討する必要がある。
・工事使用船舶については、公共工事等が多い時期は不足する状況がある
ので、対策を検討する必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

20,445千円

渡嘉敷港、安座真港の浮桟橋
連絡橋の設計業務

本部港緑地休憩所の設計委託
業務

渡嘉敷港、安座真港の浮桟橋
連絡橋の工事発注に伴う資材
単価の調査業務

委託料
15,965千円

(株)沖縄土木設計コ
ンサルタント
6,027千円

久友設計(株)
5,331千円

一般財団法人 建設
物価調査会

569千円

工事請負費
4,480千円

渡嘉敷港の浮桟橋連絡橋の工
事に伴う現場管理業務

（有）あい技建
2,358千円

渡嘉敷港の浮桟橋連絡橋の改
良工事

（有）山一開発
4,480千円

本部港緑地休憩所（水道管敷
設）の設計委託業務

（株）国建
1,680千円



進
捗
状
況
説
明

・設計業務や調整に日数を要したことで、コンテナの制作工事が繰り越したが、目標の３路線の飾花を予定通り完了した。
・道路緑化・重点管理延長は順調に目標を達成出来ており、施策の推進（沖縄21世紀ビジョン実施計画P35観光地アクセス道路の重点緑
化事業）において、道路緑化・重点管理を3路線にて行っており、目標達成に寄与するものである。

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（２３年度）
24年度 25年度 26年度

目標値
（２７年度）

１２路線

実　績 － ３路線

目　標

飾花路線

目　標 － ３路線

目　標

実　績

予算の状況の説明

・予算額は委託料、工事請負費に要する費用を計上した。
・平成２４年度は初年度ということもあり、設計業務や調整業務に時間を要したことで、次年度に工事を繰り越すこととな
り、執行率は４８．３％であった。
・設計業務は予定通り平成２４年度に終えることができ、工事も平成２５年度で予定分を終えることができた。
・全体の執行率は、９９．９９％であり、適切な執行であると考える。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

飾花路線

目　標 ３路線

実　績 ３路線

達
成
状
況
説
明

・設計業務や調整に日数を要したことで、コンテナの制作工事が繰り越したが、目標の３路線の飾花を予定通り完了した。

執行率（％）(B/A) 48.3% 99.99%

Ｃ．次年度繰越額 155,241 －

うち交付金充当額 115,807 124,183

Ｂ．執行済額 144,759 155,228

－

Ａ．計(b+d) 300,000 155,241                   

(d)繰越額 － 155,241                   

(a)当初予算額 300,000 －

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度 27年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 －

(b)予算現額 300,000

　土木建築部　道路管理課
事業実施

（予定）年度
平成２４～３３年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-1-（1）

事業内容 　観光地沖縄の魅力を増大するため、観光地アクセス道路等において花木・プランター等を設置し、花いっぱいの道路空間を形成する。

H24-No.128

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

128 　沖縄フラワークリエイション事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章-1-(6)-イ

花と緑あふれる県土の形成

担当部課名



受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 〇委託業務、コンテナ等製作設置工事について主に指名競
争入札を実施し、支出先及び額は妥当である。
〇費目・使途については事業目的の観点から、設計業務、コ
ンテナ等製作設置工事、植栽管理業務の必要なものを実施
し、完了後の検査を実施することで支出内容の確認を行って
いる。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

299,987 299,987 239,990 59,997 0 0

今後の取り組み方針

・沖縄県緑化種苗協同組合や沖縄県造園建設業協会と連携しながら、鉢の品質向上や維持管理の技術向上などに取り組む。
・観光部局と連携し、イベントと合わせた飾花などより効果を高められるように取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.128

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・３路線へのコンテナの設置工事が完了したことにより、主要観光地へのアク
セス道路について、年間を通して飾花が可能となり、観光地沖縄としてのイ
メージアップが図れる。
・コンテナに鉢植えの花木を入れ替えることで、年間を通して花を見せること
を可能としており、鉢植えの品質の向上と維持が課題である。

・鉢植えについて、品質の確保と向上が重要であり、沖縄県緑化種苗協同組
合や、沖縄県造園建設業協会と調整しながら、課題解決に取り組む必要があ
る。
・より効果的なイメージアップを図るため、花木の種類を増やすことやイベント
と合わせた飾花などの必要がある。

沖縄県

交付対象

事業費

299,987千円

委託料

149,996千円

工事請負費

149,991千円

北部管内道路植栽工事（Ｈ２４－２）

コンテナ等製作設置工事

県道１１５号線飾花コンテナ製作設置工事（Ｈ２５－１）

コンテナ等製作設置工事

中部管内道路修景工事（Ｈ２５－１）

コンテナ等製作設置工事

中部管内道路修景工事（Ｈ２５－２）

コンテナ等製作設置工事

南部管内フラワークリエイション工事

コンテナ等製作設置工事

那覇空港線飾花桝設置工事

コンテナ等製作設置工事

南部管内飾花桝設置工事（Ｈ２５－１工区）

コンテナ等製作設置工事

平良城辺線外緑化整備工事（Ｈ２４－１）

コンテナ等製作設置工事

沖縄ＦＣ植栽プランター製作・設置工事（Ｈ２４－１）

コンテナ等製作設置工事

沖縄ＦＣ植栽プランター製作・設置工事（Ｈ２４－２）

コンテナ等製作設置工事

支　出　額
（千円）

9 共立生コン工業（株） 2,709

10 稲福建設 7,291

7 （有）丸友開発 37,485

8 （有）大栄開発 10,000

5 （株）桃原農園 19,100

6 （株）新生実業 23,407

3 （有）海邦造園 15,340

4 （株）太嗣建設 9,660

1 （有）丸崎建設 18,102

2 （株）沖坤 6,898

支　出　先 契約業務名及び業務概要

北部管内フラワークリエイション検討設計業務委託

設計業務

国道４４９号植栽管理業務委託（その１）

植栽管理業務

国道４４９号植栽管理業務委託（その２）

植栽管理業務

国道４４９号植栽管理業務委託（その３）

植栽管理業務

名護本部線植栽管理業務委託

植栽管理業務

名護本部線植栽管理業務委託（その２）

植栽管理業務

Ｈ２４中部管内道路修景検討業務委託

設計業務

中部管内道路修景業務委託（Ｈ２５－１）

植栽管理業務

Ｈ２５中部管内道路修景検討業務委託

設計業務

中部管内道路修景業務委託（Ｈ２５－３）

植栽管理業務

南部管内フラワークリエイション工事現場技術業務委託

現場技術業務

南部管内フラワークリエイション事業設計業務委託

設計業務

南部管内飾花業務委託（１工区）

植栽管理業務

南部管内飾花業務委託（２工区）

植栽管理業務

南部管内飾花業務委託（Ｈ２５－１工区）

植栽管理業務

支　出　額
　（千円）

15 金秀グリーン（株） 5,208

13 末吉園 7,259

14 （株）桃原農園 6,785

11 永技研（株） 9,083

12 （株）トロピカル・グリーン設計 8,715

9 （株）トロピカル・グリーン設計 3,118

10 （有）さんこう 2,287

7 （株）トロピカル・グリーン設計 5,775

8 （株）南興総合サービス 3,820

5 （有）大和緑建 6,615

6 本部造園（株） 3,665

3 （有）東政建設 5,439

4 （有）名護緑化センター 5,602

1 （株）トロピカル・グリーン設計 8,274

2 （有）長正土建 5,405

支　出　先 契約業務名及び業務概要

南部管内飾花業務委託（Ｈ２５－２工区）

植栽管理業務

南部管内飾花業務委託（Ｈ２５－３工区）

植栽管理業務

南部管内飾花業務委託（Ｈ２５－４工区）

植栽管理業務

南部管内飾花事業現場技術業務委託（Ｈ２５－１）

現場技術業務

南部管内飾花業務委託（Ｈ２５－５工区）

植栽管理業務

高野西里線外道路形成計画業務委託

設計業務

高野西里線外緑化業務委託

植栽管理業務

高野西里線外緑化業務委託（Ｈ２４－２）

植栽管理業務

平良城辺線緑化業務委託

植栽管理業務

石垣島管内フラワークリエイション業務委託（Ｈ２４－１）

設計業務

沖縄ＦＣ植栽業務委託（Ｈ２４－１）

植栽管理業務

沖縄ＦＣ植栽業務委託（Ｈ２４－２）

植栽管理業務

資材特別調査

資材特別調査

資材特別調査

29 一般財団法人 建設物価調査会 173

30 一般財団法人 建設物価調査会 88

27 おもと造園 765

28 一般財団法人 建設物価調査会 95

25 （株）トロピカル・グリーン設計 4,935

26 （有）やまかわ 296

23 社会福祉法人　みやこ福祉会 2,104

24 （有）大栄開発 893

21 （株）トロピカル・グリーン設計 9,177

22 （有）名加山造園土木 3,738

19 永技研（株） 4,757

20 末吉園 5,666

17 （株）平成造園 8,400

18 （株）桃原農園 11,319

16 （株）桃原農園 10,542



進
捗
状
況
説
明

・繰越事業となったものの目標であるL=10kmの実施設計を平成26年３月までに完了することができた。
・事業目的である防災体制の強化に寄与することが期待できる。
・実施設計は順調に目標を達成してきており、施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ124無電柱化整備延長）において、無電柱化
整備に
  係る設計を実施しており、目標達成に寄与するものである。

実　績 - - -

L=12km

実　績 - L=10km -

【参考指標】
沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ１２４
　災害時のライフライン確保に資する無電
柱化（無電柱化整備延長）

目　標
49km
(H23)

85km
(H28)

125km
(Ｈ33)

・平成24年度の実施設計は、電線管理者との覚書の締結に期間を要したため、電線管理者へ委託する配線計画業務発注が遅れた。
※平成25年６月契約済
配線計画業務を平成25年10月までに完了し、配線計画を反映させた実施設計についても平成26年３月までに完了しており、活動目標を
達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（H23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（H27年度）

無電柱化整備('25整備分)に係る実施設計
の完了

目　標 -
実施設計の完了

(L=10km)

予算の状況の説明

・予算額は電線、ケーブル等の配線計画、電線共同溝の実施設計に要する経費を計上したところである。
・平成24年度は、配線計画を実施する前の電線管理者との覚書の締結に不測の日数を要したことから、配線計画及び実
施設計を次年度に繰越すことになり、執行率は22％に留まっている。
・平成26年３月迄には、配線計画、実施設計を完了しており、全体の執行率は96.4％であり、予算規模は適切であったと
評価する。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

無電柱化整備(H25年度整備分)に係る実施
設計の完了

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
実施設計の完了

(L=10km)

実　績 L=10km

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 22.0% 96.4%

Ｃ．次年度繰越額 78,048 －

うち交付金充当額 17,561 60,160

Ｂ．執行済額 21,952 75,200

－ 78,048                     

Ａ．計(b+d) 100,000 78,048                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 20,000 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 80,000 －

(b)予算現額 100,000

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　台風襲来時の電柱倒壊による緊急輸送道路の寸断を防ぐこと及び沖縄のリーディング産業である観光リゾート産業の更なる発展を図るため、
無電柱化を推進する。平成24年度は、電線共同溝の実施設計10kmを行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　土木建築部 道路管理課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 33

H24-No.129

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

129 　無電柱化推進事業(要請者負担方式) 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（４）－イ

災害に強い県土づくりと防災体
制の強化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１０－（２）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○委託事業者は指名審査委員会で実績、知識等を勘案した
上で選定している。また、配線計画の随意契約についても電
線管理者となっており、妥当であったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

97,152 97,152 77,721 19,431 0 0

今後の取り組み方針

実施設計に関しては、これまで電線管理者である沖縄電力及びＮＴＴ西日本と密に調整をしてきたが、路線によっては、電線管理者が増える路線もあるため、各事
務所管内で全体会議等を開催し、設計に漏れがないよう調整を進めていく。

※主な電線管理者（沖縄電力、ＮＴＴ西日本）の他、ケーブルテレビ、インターネット接続会社、県警（信号機等）、市町村（防災等）がある。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.129

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・繰越の要因として、電線管理者との協議に時間を要したため、年度内 の達
成が困難となった。
・覚書の締結の遅れが、実施設計の遅れに影響している。

・配線計画、実施設計を円滑に進めるために、電線管理者等との連携を図る
必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

97,152千円

【北部管内・受注者】
永技研（株）
16,380千円

【南部管内・受注者】
（株）朝日建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
18,060千円

【宮古管内・受注者】
（株）沖縄プランニング
29,413千円

【八重山管内・受注者】
（株）朝日建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
24,136千円

委託料
97,152千円

【電線管理者】
沖縄電力（株）
6,170千円

【電線管理者】
西日本電信電話（株）
2,993千円

配線計画業務
H25.8月完成

配線計画業務
H25.10月完成

電線共同溝設計業務
H25.12月完成

電線共同溝設計業務
Ｈ26.3月完成

電線共同溝設計業務
H26.1月完成

電線共同溝設計業務
Ｈ26.3月完成



進
捗
状
況
説
明

　事業繰越により成果目標についても未達成の状況にあるが、財政力の弱い町村においても、沖縄振興特別推進交付金を活用して地域
の実情に応じた振興策を積極的に実施することができた。

目　標

実　績

達
成
状
況
説
明

　平成24年度においては、ハード事業のみを行った多良間村を除く17団体に対し財政支援を実施した。
　一部の市町村事業が繰り越したことにより事業繰越となったが、繰越事業についても引き続き財政支援を実施したい。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目標値
（○○年度）

　離島・過疎地域等の町村への財政支援に
より、沖縄振興特別推進交付金を活用した
均衡ある沖縄振興を推進

目　標 －
支援町村の円滑な
交付金事業の実施

－

実　績
支援町村の円滑な
交付金事業の実施

目　標

実　績

執行率（％）(B/A) 68.8% 96.5%

予算の状況の説明
　当初予算では、対象町村の全事業を支援対象としていたが、その後、対象外の適債事業への交付金活用が進んだこと
により対象事業費が減額となったことに伴って、支援事業が減額となった。
　また、一部の対象事業が繰越となったことに伴って、支援事業の一部が繰越となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

離島・過疎地域等の18町村への財政支援

目　標 18団体への支援

実　績 17団体への支援

うち交付金充当額 149,975 40,749

Ｃ．次年度繰越額 52,771 －

Ａ．計(b+d) 272,500 52,771                     

Ｂ．執行済額 187,469 50,936

(c)増減額(b-a) ▲ 408,750 －

(d)繰越額 － 52,771                     

事業内容
　財政力の弱い離島・過疎地域等の町村が、沖縄振興特別推進交付金を活用して、地域の実情に応じた振興策を積極的に展開できるよう、当該
町村負担分について財政支援を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（交付金）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度 27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 681,250 －

(b)予算現額 272,500 －

H24-No.138

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

138 　沖縄振興特別推進交付金町村支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章

全般

担当部課名 　企画部　市町村課
事業実施

（予定）年度
平成24年度～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
全般



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

支出先：財政力の弱い離島過疎等18町村
予算額：財政力の弱い離島過疎等18町村が実施する沖縄振
興特別推進交付金（市町村）の非適債事業の1／10以内

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0238,405 238,405 190,724 47,681 0 0

①財政力の弱い離島・過疎地域等の町村が沖縄振興特別推進交付金を活用して地域の実情に応じた振興策を積極的に展開するためには、県の継続的な財政
支援が引き続き必要である。
②対象町村への事前照会を実施するなど交付対象事業費（非適債事業費）の早期把握に努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.138

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①一部の市町村事業が繰り越したことにより事業繰越となった。
②財政力の弱い離島過疎等18町村が実施する交付金事業のうち、非適債
事業費の１／１０が交付対象事業費となる。金額の算定期間が短く、年度末
に集中することから、正確かつ迅速な算定を行う必要がある。

①財政力の弱い町村が、沖縄振興特別推進交付金を活用して地域の実情に
応じた振興策を積極的に実施することができるよう引き続き取り組みたい。
②交付対象事業費を事前に把握し、算定事務の平準化を図る必要がある。

今後の取り組み方針

沖縄振興特別推進交付金（市町村）

の非適債事業の1／10以内を交付沖縄県

交付対象
事業費

238,405千円

交付金
238,405千円

本部町
37,115千円

国頭村
11,375千円

今帰仁村
18,917千円

伊江村
15,566千円

座間味村
25,862千円

南大東村
17,045千円

伊平屋村
13,398千円

久米島町
21,770千円

竹富町
27,302千円

与那国町
12,957千円

その他７町村
37,098千円



進
捗
状
況
説
明

　豚・鶏用副産物処理施設は平成２５年１１月に竣工し、同年１２月に供用を開始した。
　同施設の供用開始により食肉等流通体制の強化と畜産副産物のリサイクルの確保が図られた。

実　績

実　績
食肉等流通体制と畜
産副産物のリサイク

ルの確保

目　標

　豚・鶏用副産物処理施設は平成２５年１１月に完了し、同年１２月に供用を開始した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（○○年度）

食肉等流通体制と畜産副産物のリサイクル
の確保

目　標
食肉等流通体制と畜
産副産物のリサイク

ルの確保

予算の状況の説明
　平成２４年度は土地の開発許可手続きに関連して、相応の期間を有したため、平成２５年度繰越となった。
　平成２５年１１月に完了し、平成２５年１２月に供用を開始した。
　３２，５８５千円の入札残があり、執行率は８７％であった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

豚・鶏用副産物処理施設の設置

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 １施設

実　績 １施設

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 0.0% 87.0%

Ｃ．次年度繰越額 250,285 0

うち交付金充当額 0 174,160

Ｂ．執行済額 0 217,700

－ 250,285                   

Ａ．計(b+d) 250,285 250,285                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 250,285 －

(b)予算現額 250,285

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容 　沖縄県における食肉等流通体制と畜産副産物のサイクルを確保するため、環境に配慮した畜産副産物の高度処理施設の整備を支援する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

H24-No.151

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

151 　畜産副産物処理施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ウ

農林水産物の安全・安心の確立

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

沖縄県畜産副産物
事業協同組合
217,700千円

※レンダリング処理施設とは
　
家畜の食用となる部位を除いた副産物（脂肪、骨、内臓、皮
等）を熱処理することにより、石けんや家畜の飼料の原料と
なる油脂や肥料等の原料となる蛋白等を生産する施設。
　レンダリング処理することにより、畜産副産物の有効利用
が図られる。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
　支出先の選定方法については、指名競争入札を実施して
おり、事業計画や年度末実績報告等の精査により適正な事
業執行が図られている。
　受益者の負担関係は、「沖縄県畜産振興対策事業補助金
交付要綱」に基づいており妥当である。

沖縄県

総事業費
217,700千円

補助金
217,700千円

93,300

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

311,000 217,700 174,160 43,540 0 0

今後の取り組み方針

　関係機関と連携し、施設の適正な運営及び食肉等流通体制と畜産副産物のリサイクルの確保が行われるよう指導する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.151

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　豚・鶏用副産物処理施設は平成２５年１１月に竣工し、同年１２月に供用を
開始したため、推進上の留意点について特記事項はない。

　豚・鶏用副産物処理施設は平成２５年１１月に竣工し、同年１２月に供用を
開始したため、改善余地の検証について特記事項はない。

※交付対象外経費
93,300千円

オリジナル建築設計室

伊藤忠マシンテクノス(（株）

（株）太陽工業所

光建設（株）

（有）ミヤデン

三浦工業（株）

沖縄イシダ（株）

沖縄産機（株）

（株）エヌケイテクノス

伊藤忠マシンテクノス（株）

タナベウィルテック（株）

（株）日陸

設計監理委託

油脂コンテナー整備

エキスペラｰ整備

原料破砕機整備

建屋建築

デカンター整備

フォークリフト整備

計量器整備

クッカー等機械設備設置

ボイラー設備設置

電気設備設置

プリブレーカー整備

委託料 4,102千円

工事費 72,310千円

機器整備

111,965千円

施設整備（電気等）

29,323千円



進
捗
状
況
説
明

　現地踏査の結果、漏水原因として「斜壁背面盛土の不等沈下」・「底版基礎の空洞による陥没」が想定される。平成25年度に貯水池の
背後確認のために調査工事をおこない、検証をおこなう予定である。

実　績

工法の確立

実　績 課題を把握

目　標

　全県にてアンケート調査（１４４地区）を行い漏水している貯水池を把握し、特に漏水が多い南大東地区と伊良部地区の２地区で現地調
査をおこなった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（24年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（28年度）

沖縄型建設工法の課題を把握

目　標 課題を把握

予算の状況の説明 　調査委託業務は平成２４年度繰において完了し、入札残245千円を不用としたところである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

沖縄型貯水池建設工法確立に係る調査業
務の実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 調査業務の実施

実　績 調査業務の実施

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 2.2% 98.7%

Ｃ．次年度繰越額 19,567 －

うち交付金充当額 433 19,322

Ｂ．執行済額 433 19,322

－ 19,567                     

Ａ．計(b+d) 20,000 19,567                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 20,000 －

(b)予算現額 20,000

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　本県特有の特殊土壌地域（石灰岩地域）に起因する構造物の亀裂等の防止を図るため、地盤条件に適応した貯水池の管理補修手法等、沖縄
型貯水池建設工法を検討・確立する。
　平成24年度は、資料収集を行い調査貯水池を選定し、漏水の原因究明を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部　農地農村整備課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 28

H24-No.154

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

154 　琉球石灰岩地帯における貯水池の建設工法確立事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－カ

亜熱帯・島嶼に適した農林水産
業の基盤整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）

自動的に繰越
額が反映されま
す



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は実績、知識等を勘案した上で指名競争入札
にて選定しており、妥当であったと考えている。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

19,755 19,755 15,804 3,951 0 0

今後の取り組み方針

　斜壁タイプの貯水池における、特有の地質に起因する構造物の亀裂・陥没等による貯水能力の喪失、低下のメカニズムを明らかにし、沖縄県の地盤条件に適し
た「沖縄型貯水池の設計・施工・管理指針」を作成する。
　貯水池調査については、調査時期を限定しないような調査方法の変更を検討していきたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.154

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　現地調査及びアンケート調査等の結果、検討を必要とする貯水池の種類
が増となるなど、検討すべき事項が増えたため、事業工期を2年延長する必
要がある。

　貯水池調査が農家が水を利用しない時期に限られており、業務の効率的な
遂行を検討する必要がある。

沖縄県

総事業費
19,755千円

委託料
19,147千円

（株）三祐コンサルタンツ
19,147千円

報償費
33千円

貯水池建設工法確立にかかる
調査委託業務

検討委員会にかかる
報償費

旅費
575千円

調査及び検討委員会
にかかる旅費



島ヤサイジーンバンク
・収集系統の分類・保存

目　標
収集系統の分類・保
存を行う。

実　績
収集系統の分類・保
存を行った。

達
成
状
況
説
明

・消費者ニーズの把握：インターネットアンケートによる認知度調査、市場・直売所における出荷状況調査を実施した。
・島ヤサイの特性解明：８品目の特性調査および５品目の食味・機能性分析を実施した。
・技術体系の確立：３品目の栽培試験および島ラッキョウの貯蔵技術を検討した。
・島ヤサイジーンバンク：収集品目の植物学的分類および農業利用上の区分を実施した。宮古・八重山地域から新たに収集品目を追加し
た。

目　標
交配素材の開発を進
め、栽培および貯蔵技
術の検討を行う。

実　績
交配素材の開発を進
め、栽培および貯蔵技
術の検討を行った。

島ヤサイの特性解明
・収集品目・系統の特性調査、食味・機能性
評価、貯蔵特性の解明

目　標
収集品目・系統の特
性調査を行う。

実　績
収集品目・系統の特
性調査を行った。

予算の状況の説明

・平成24年度は種子保存施設や島ヤサイ採種および栽培用施設等の施設関連の工事の基本設計策定に予定以上の時
間を要したことから建築工事を次年度に繰り越すこととなり、執行率が49.6％に留まっている。
・島ヤサイ採種および栽培用施設の建築工事は平成25年度において完了し、平成25年4月に供用を開始した。
・種子保存施設の建築工事は、公共・民間工事の発注増加による職人不足や人件費等の市場価格の高騰の影響等で、
指名競争及び一般競争入札においても不落になり、平成25年度の発注は困難であることから、平成24年度繰越予算で
の発注は中止し、平成26年度に再度予算を増額して建築することになった。
・全体の執行率は65.8％であった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

島ヤサイに関する消費者ニーズの把握
・アンケート調査、直売所の出荷状況を調
査

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
消費者意向、市場お
よび直売所の出荷状
況調査を行う。

実　績
消費者意向、市場お
よび直売所の出荷状
況調査を行った。

技術体系の確立
・栽培技術、貯蔵技術の開発

執行率（％）(B/A) 49.6% 35.0%

Ｃ．次年度繰越額 42,420 －

うち交付金充当額 36,278 11,894

Ｂ．執行済額 45,347 14,868

－ 42,420                     

Ａ．計(b+d) 91,475 42,420                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 91,475 －

(b)予算現額 91,475

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容

　「売れる島ヤサイを作る」への転換を進めるため、島ヤサイの商品性向上を目的とし、収集系統の特性評価や商品力強化品目・系統の栽培体
系の確立等を行う。
　平成24年度は、島ヤサイの消費者ニーズの把握、島ヤサイの特性評価、技術体系の確立（育種・栽培・保存技術）、ジーンバンク（遺伝資源の
収集・保存）に関する試験を実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事）

  農林水産部　農業研究センター
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 29

H24-No.158

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

158 　うちなー島ヤサイ商品化支援技術開発事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ア

おきなわブランドの確立と
生産供給体制の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



今後の取り組み方針

・交付金により委託料、研究費が充実することによって、これまでに着手できなかった沖縄県の貴重な遺伝資源の収集・保存、インターネットによる消費者ニーズの
把握、収集品目・系統の食味評価、機能性分析、新規機能性の探索などが可能となった。島ヤサイの商品化に向けての基礎データを構築するためにも引き続き
取り組んでいく。
・消費者ニーズにあった品目の技術開発を進めていく。
・貯蔵試験の現地実証試験や推進会議の開催していく（有望品目・系統の選定等）。

進
捗
状
況
説
明

・インターネットによる島ヤサイ25品目の認知度調査、市場および直売所の島ヤサイ出荷状況調査により品目毎の出荷時期、出荷量を解
析した。また、島ヤサイ８品目の系統特性調査や５品目の食味・機能性評価から、系統によって収量性や機能性が異なることが確認でき
た。今後は、これらのデータを構築し、有望品目・系統の選定を進める。
・栽培試験に関しては、タイモ品種「沖多香」の適正な裁殖密度、施肥量を明らかにし、普及成果として提案した。島ラッキョウは貯蔵条件
の基礎データを得た。今後は、より詳細な貯蔵条件を検討していく。
・ジーンバンクについては、既存収集品目38科161種類の植物分類上の区分、農業利用上の区分を実施した。また、葉菜類およびマメ類
の種子発芽能力を調査した。今後は、遺伝資源リストの整理、種子発芽能力試験を進めると同時に、種子保存条件を検討していく。

H24-No.158

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・インターネットアンケートにより、想定した消費者ニーズと異なる傾向も見ら
れたため、消費者ニーズの変化に対する迅速な対応が求められる。

・更にマーケット調査をふまえて、消費者ニーズの高い品目を絞り込んでいく
必要がある。

12

実　績 － 1 －

【参考指標】
　普及に移す技術の件数 目　標 0 0

成果目標
（指標）

及び進捗状況

100%

実　績

既存収集品目・系
統の体系的な分類
を実施し、種子発芽
試験を行った。

―

　収集品目・系統の体系的な分類を行い、
種子・栄養体の保存条件を明らかにする。

目　標

既存収集品目・系
統の体系的な分類
を実施し、種子発芽
試験を行う。

100%

実　績

ヘチマの交配素材
の開発を進め、タイ
モ、カンダバーの栽
培およびラッキョウ
の貯蔵技術の検討
を行った。

―

　有望品目・系統の栽培技術（裁植密度、
施肥量等）、貯蔵条件を明らかにする。

目　標

ヘチマの交配素材
の開発を進め、タイ
モ、カンダバーの栽
培およびラッキョウ
の貯蔵技術の検討
を行う。

100%

実　績

８品目の系統特性
調査、５品目の食
味・機能性評価を行
う。

―

　系統特性（生育、品質、収量性等）を調査
する。食味・機能性（食味、辛み成分、テク
スチャー、抗酸化能力、アスコルビン酸等
の成分）について評価する。

目　標

８品目の系統特性
調査、５品目の食
味・機能性評価を行
う。

実　績

島ヤサイの認知度
調査、中央卸売市
場および直売所の
出荷状況調査を
行った。

―

25年度 26年度
目標値

（29年度）

　島ヤサイ20品目の認知度調査、直売所に
おける島ヤサイ品目の出荷状況調査により
品目毎の出荷時期、出荷量を把握する。

目　標

島ヤサイの認知度
調査、中央卸売市
場および直売所の
出荷状況調査を行
う。

100%

H24成果目標（指標）
基準値

（24年度）
24年度



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
　委託先の選定については、指名入札および一般競争入札
等により選定しており、適正に実施した。
　費目・使途については事業目的達成の観点から必要なもの
なのか等について額の確定時において支出等に関する書類
により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

71

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

60,286 60,215 48,172 12,043 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

沖縄県

交付対象
事業費

60,215千円

遺伝資源保存作業委託業務

ﾆｶﾞﾅ及びｶﾝﾀﾞﾊﾞｰの機能性評価・探索委託
業務

島ヤサイの認知度に関するアンケート調査委託業務

うちなー島ヤサイ関連種子保存施設新地工事設計業務

委託料
17,585千円

琉球産経（株）
5,617千円

食味分析調査委託業務（社）おいしさの科学研究所
6,032千円

（財）日本食品分析センター九州支所
2,241千円

マクロミル（株）
945千円

(有)設計集団 閃
2,750千円

工事請負費
24,780千円

(有)神谷産業
24,780千円

前払い金(9,912千円)、繰越(14,868千円)

島ヤサイ採種および栽培用施設新築工事一式

備品購入費
3,833千円

（株）ライフサイエンス
3,833千円

島ヤサイ種子保存機器一式

試験研究費
（県農業研究センター）

14,017千円

試験補助の経費（賃金）2,485千円

試験のための資材購入（需用費）10,688千円

現地調査等のための経費（旅費）

非常勤職員有給休暇分
（交付対象外経費）

71千円



H24-No.170

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

170 　国際物流拠点施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（４）－ア

臨空・臨港型産業の集積による
国際物流拠点の形成

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）

事業内容
　国際航空貨物ハブ事業の経済効果を活かし、臨空・臨港型産業の早期集積を図るため、国際物流拠点産業集積地域那覇地区を拡張し、国際
物流拠点施設（ロジスティクスセンター）を整備する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（土地購入）

　商工労働部　企業立地推進課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

(c)増減額(b-a) 454,620 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 2,025,040 －

(b)予算現額 2,479,660

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

－ 725,522                   

Ａ．計(b+d) 2,479,660 725,522                   

(d)繰越額

うち交付金充当額 1,401,263 178,742

Ｂ．執行済額 1,751,579 223,428

執行率（％）(B/A) 71% 31%

Ｃ．次年度繰越額 725,522 －

予算の状況の説明

・予算額は、設計業務及び土地購入に必要な経費を計上
・平成24年度は那覇市や防衛局等との調整に不測の日数を要し、設計委託料・土地購入費を次年度に繰越（執行率
71％）
・設計業務は平成25年５月に完了し、土地購入についても平成26年３月に売買契約を完了
・全体の執行率は80％であり、予算規模は概ね適切であったと評価

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

国際物流拠点施設の建築設計の実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 設計完了 設計完了

実　績 繰越 設計完了

達
成
状
況
説
明

・那覇市との調整や防衛局等との調整に不測の日数を要したことで、設計委託料及び土地購入費を次年度に繰越
・繰越となった設計業務は平成25年５月に完了
・平成24年度において、建設工事に必要な用地（1.0ha）を取得でき、平成25年度事業である建設工事に着手
・繰越となった駐車場部分の土地購入費について、0.1haは取得できたが、残りについては、交渉が難航し取得できず

成果目標
（指標）

及び進捗状況

基準値
（　年度）

24年度 25年度 26年度

用地取得

目　標 1.0ha

実　績 1.0ha

目標値
（　年度）

国際物流拠点施設の建築設計の実施

目　標 設計完了 設計完了

実　績 繰越 設計完了

用地取得

目　標 1.0ha

進
捗
状
況
説
明

・繰越事業となったものの平成25年５月に設計業務を完了
・平成24年度内に建設工事に必要な用地（1.0ha）を取得
・設計業務と建設用地の取得を完了したことにより、平成25年度事業である建設工事に着手
・取得できなかった駐車場用地の今後の使用形態について検討予定

実　績 1.0ha



H24-No.170

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・取得できなかった用地は施設駐車場として使用する計画であり、当該用地
を取得できなかったことにより、外構設計の変更検討が必要である。

・取得できなかった駐車場用地について、使用形態（取得又は賃借）に関す
る検討が必要である。

・外構設計の変更検討に際し、隣接する国際物流拠点産業集積地域那覇地
区の外構と一体となった計画を検討する必要がある。

・駐車場用地について、取得・賃借する場合の予算措置を検討し、それに伴う
沖縄防衛局との調整が必要である。

1,975,007 1,975,007 1,580,006 395,001 0 0

今後の取り組み方針

・施設供用開始に間に合わせ外構工事が完了するよう、外構の検討及び変更設計を進める。

・取得できなかった駐車場用地は、施設用駐車場として今後必要なため、そのための予算措置等の検討を進める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○建築設計については、プロポーザルにより支出先の選定を
行っており、適正である。
○施設の設計、用地取得等に必要な予算規模であり、適正
である。
○施設の設計、用地取得等に必要な経費であり、適正であ
る。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－



H24-No.171

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

171 　高度技術製造業生産拠点分散促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（４）－ア

臨空・臨港型産業の集積による
国際物流拠点の形成

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）

事業内容
　我が国製造業の生産拠点のリスク分散・産業空洞化の防止に資するとともに県内製造業の振興を図るため、国際物流拠点産業集積地域うるま
地区（旧特別自由貿易地域）の賃貸工場の一部にモデルケースとして機械器具を設置し、高度技術製造業の誘致を促進する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

　商工労働部　企業立地推進課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

(c)増減額(b-a) 0 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 935,200 935,200

(b)予算現額 935,200

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

935,200

－ 935,200                   

Ａ．計(b+d) 935,200 935,200                   

(d)繰越額

うち交付金充当額 0 742,812

Ｂ．執行済額 0 928,515

執行率（％）(B/A) 0.0% 99.3%

Ｃ．次年度繰越額 935,200 －

予算の状況の説明

　本事業は、賃貸工場整備事業と連動し、工場と一体的に機械器具を整備する必要があるが、工場に設置する機械器具
の詳細の調整や、建物の構造等の大幅な変更による設計調整等に不測の日数を要し、平成25年度に繰越となった。
　賃貸工場は平成25年8月に完成し、機械器具の整備についても平成25年9月末までに設置を完了したところである。
　予算執行率は99.3%であり、予算の規模は適切であったと評価する。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

中核・関連工場への整備機器数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 90台

実　績 78台

達
成
状
況
説
明

　本事業は、賃貸工場整備事業と連動し、工場と一体的に機械器具を整備する必要があるが、工場に設置する機械器具の詳細の調整
や、建物の構造などの大幅な変更による設計調整等に不測の日数を要し、平成25年度に繰越となった。
　平成25年度において、賃貸工場完成後、機械器具の設置を完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

基準値
（　年度）

24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（　年度）

中核・関連工場への入居内定企業数

目　標 － 6社

実　績 － 5社

目　標 －

進
捗
状
況
説
明

　平成24年7月に公募を実施した結果、中核企業１社、関連企業４社の合計５社による企業グループから応募があり、同年８月の入居企
業選考委員会における審査を経て、県が入居を内定し、平成25年度に操業を開始した。

実　績 －



H24-No.171

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　東日本大震災や電力供給問題を契機に、国内製造業の拠点分散化の動
きが活発となる中、企業の初期投資負担の軽減を図るインセンティブの拡充
を図り、企業誘致の競争力を向上させていく必要がある。

　県の投資環境のPRや、産業集積度や雇用創出効果の高い企業の更なる立
地促進のため、誘致活動の中で得られる企業ニーズを参考にしながら、より
効果的なスキームを検討していく。

928,515 928,515 742,812 185,703 0 0

今後の取り組み方針

　本事業は、「ものづくり産業集積のモデルケース」として、中核企業と関連企業の一体的な誘致を行って国内外に示すことにより、税制優遇措置や物流コスト支援
等の本県の投資環境をPRし、更なる企業の立地促進に繋げるために実施するものである。
　今後については、今回のモデルケースの効果を検証のうえ、企業誘致の施策的観点から検討していきたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額(80%）

うち県負担金
(20%)

うち市町村
負担金( %)

その他( %)

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○機械器具購入については、特定調達契約に係る一般競争
入札を行ったが、再度の入札を行っても、落札者がいなかっ
たため、地方自治法施行令第167条の２第１項第８号に基づ
き、随意契約を行った。法令に基づく手続きの上で契約を
行っており、妥当であったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

928,515千円

備品購入費
928,515千円

株式会社佐久本工機
832,125千円

株式会社山陽機械
センター

26,250千円

岡部機械株式会社
70,140千円

入居内定企業５社のうち、３社
が使用する機械器具の購入

入居内定企業５社のうち、１社
が使用する機械器具の購入

入居内定企業５社のうち、１社
が使用する機械器具の購入



実　績 一式
浮桟橋設計

目　標 一式

成果目標
（指標）

及び進捗状況

取付道路整備（m）
目　標

実　績 2,118m2

進
捗
状
況
説
明

・平成24年度予算については平成25年度に繰り越したものの年度内で完成予定の施設についてはほぼ予定通り完成することができた。
・平成25年度は浮桟橋の整備に必要な一部ブロック製作工事のみ完了した。
・平成26年度は引き続き浮桟橋の整備に必要な全てのブロック製作を終えた後、そのブロックを据え付ける浮桟橋本体の整備に着手し年
度内には完成する予定で、これにより全ての事業が完了することになる。
・平成27年度にマリーナ施設の供用開始を見込んでおり、施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ172西原与那原地区における浮
桟橋・ボートヤード等整備）においてダイビングやヨットなど海洋性レジャーの拠点創出に寄与することが期待できる。

広場整備（m2）
目　標 1,950m2

102m
実　績 201m

駐車場整備（m2）
目　標 6,190m2
実　績 9,354m2

管理棟整備（棟）
目　標 1棟
実　績 1棟

26年度
目標値

（○○年度）

ボートヤード・修理ヤード舗装（ｍ2）
目　標 19,696m2
実　績

H24成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度

21,210m2

達
成
状
況
説
明

・設計業務や工事監理業務などの委託業務は、マリーナ陸上部の設計成果の見直しに期間を要し、事業進捗に遅れが生じたが、浮桟橋
設計も含め平成25年度において完了した。

・ボートヤード・修理ヤード舗装、管理棟、駐車場、取付道路、広場、照明設備、給排水設備などの整備工事は平成25年度において完了
し、平成26年度は浮桟橋の工事に着手する。

2,118m2

浮桟橋設計
目　標 一式

広場整備（m2）
目　標 1,950m2
実　績

実　績 一式

取付道路整備（m）
目　標 102m
実　績 201m

目　標 6,190m2
実　績 9,354m2

管理棟整備（棟）
目　標 1棟
実　績 1棟

予算の状況の説明

・予算額は各施設設計業務や工事監理業務などの委託料とボートヤード・修理ヤード舗装、管理棟、駐車場、取付道路、広場、照明
設備、給排水設備などの整備に要する工事請負費を計上したところである。
・平成24年度はマリーナ陸上部の設計成果の見直しに期間を要し、事業進捗に遅れが生じたことから執行率は0.3％に留まっており、
多額の委託料や工事請負費を次年度に繰り越すこととなった。
・繰り越した委託料に係る業務については予定どおりに平成25年度において完了し、入札残7,295千円が生じたところである。
・繰り越した陸上部の施設整備工事は平成25年度において完了し、入札残60,224千円が生じたところである。
・全体の執行率は88.2％であり、予算規模は適切であったと評価する。

活動目標（指
標）　　　　　及
び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

ボートヤード・修理ヤード舗装（ｍ2）

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 19,696m2
実　績 21,210m2

駐車場整備（m2）

執行率（％）(B/A) 0.3% 88.1%

Ｃ．次年度繰越額 887,025 －

うち交付金充当額 1,848 625,527

Ｂ．執行済額 2,310 781,907

－ 887,025                   

Ａ．計(b+d) 889,335 887,025                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 889,335 －

(b)予算現額 889,335

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　沖縄本島東海岸（中城湾港西原与那原地区）に海洋性レジャー拠点を創出するため、マリーナ用地にプレジャーボート等を保管するためのボー
トヤード、管理棟、駐車場等を整備する。
　平成24年度は、ボートヤード・修理ヤード舗装、管理棟、駐車場、取付道路、広場、照明設備、給排水設備の整備及び浮桟橋設計を実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（工事請負費）

　土木建築部　港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

H24-No.181

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

181 　東海岸における海洋性レジャー拠点創出事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－イ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○委託業務、土木・建築・電気・機械工事一式は一部少額な
ものや競争入札になじまないものを除き一般競争入札を実
施しており、支出先及び額は適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

―

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

784,217 784,217 627,374 156,843 0 0

今後の取り組み方針

　マリーナ施設の供用開始後は、施設利用状況や将来的な需要予測を踏まえ、追加整備の必要性について検討を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.181

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　マリーナ陸上部の設計成果の見直しに期間を要し、事業進捗に遅れが生じ
た。

　マリーナ施設を整備する港内の静穏度が確保されていないことが判明し、
波浪推算検討を行った。その結果、浮桟橋設計において港内の防波機能を
向上させるための構造や規模などの追加検討に時間を要した。

　マリーナ施設整備に係る諸課題を事前に把握し、その解決に早急に取り組
む必要がある。

　マリーナ施設の早期供用に向け、適切な工程管理に努め事業を推進する。

（株）国建 17,304千円

工事請負費
752,272千円

沖縄県

交付対象
事業費

784,217千円

委託料
31,945千円

（財）沖縄県建設技術センター 355千円

（株）南城技術開発 8,131千円

（財）建設物価調査会沖縄支部 332千円

アトリエ ネロ 1,259千円

（有）東浜建築事務所 3,000千円

中央設備設計事務所 1,564千円

琉球開発（株） 178,179千円

（有）牧野建設 145,358千円

（有）新八土建 66,573千円

（有）仁組 34,272千円

金秀グリーン（株） 13,902千円

（有）西崎緑化開発 15,949千円

（有）泉崎園芸 13,818千円

瀬底工務店 31,143千円

（有）宜野座産業 17,955千円

（有）丸清産業 34,019千円

（有）スタプラニング 16,021千円

米元建設工業（株） 97,713千円

（株）アサヒプラント 17,808千円

（株）當間電工 13,230千円

（株）沖創工 56,332千円

ボートヤードの土木工事一式

駐車場の土木工事一式

駐車場、桟橋の設計業務委託、施設全体
の概算工事費等策定業務

総合評価方式一般競争入札の審査業務

土木工事の現場技術業務

建設資材単価の調査業務

管理棟の工事監理業務

便所棟の設計業務、工事監理業務

受水槽、ウィンチ設備の設計業務、工事
監理業務

ボートヤードの土木工事一式

取付道路の土木工事一式

マリーナ施設内の植栽工事一式

マリーナ施設内の植栽工事一式

マリーナ施設内の植栽工事一式

交流広場の土木工事一式

管理棟の機械工事一式

管理棟の電気工事一式

管理棟の建築工事一式

便所棟のの建築工事一式

受水槽の機械工事一式

ウィンチ設備の機械工事一式

照明灯や給電給水の電気・機械工事一式



進
捗
状
況
説
明

・那覇港生活物資安定供給対策事業：浦添ふ頭において、強い北風対策のために必要な防風柵について、実施設計･工事を完了し、そ
の結果、安全で効率的な荷役作業を確保することができた。
・那覇港観光客利便性向上施設整備事業：観光客が安全で快適に移動できるなどの利便性向上を実現するための設置が必要なボー
ディングブリッジについて、仕様書作成し、昇降装置、支柱等の製作まで工事を進めた。施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ154
那覇港におけるクルーズ船寄港回数）において、寄港回数増加に係る仕様書作成、施設製作を実施しており、目標達成に寄与するもの
である。
・那覇港総合物流センター可能性調査事業：成果目標どおり、施設の仕様、規模、工法、運営方法等の検討により本センターの事業化の
方策をとりまとめることができた。施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ154那覇港の取扱貨物量）において、貨物量増加に係る可
能性調査を実施しており、目標達成に寄与するものである。

H24-No.182

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

【参考指標】
沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ１５４
　那覇港におけるクルーズ船寄港回数

目　標
53回

（23年）
80回

（28年）
120回
（33年）

【参考指標】
沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ１５４
　那覇港の取扱貨物量

目　標
1,004万トン

（23年）
1,950万トン

（28年）
2,840万トン

（33年）

－

実　績 －
需要、可能性調査の
実施

－

那覇港における総合物流センターの需要、
可能性調査の実施

目　標 －
需要、可能性調査の
実施

－

実　績 －
仕様書作成、製作工
事着手

－

－
実施設計、設置工事
完了

－

達
成
状
況
説
明

・那覇港生活物資安定供給対策事業：浦添ふ頭において、強い北風対策のために必要な防風柵について、実施設計･工事を完了し、そ
の結果、安全で効率的な荷役作業を確保することができた。
・那覇港観光客利便性向上施設整備事業：観光客が安全で快適に移動できるなどの利便性向上を実現するための設置が必要なボー
ディングブリッジについて、仕様書作成し、昇降装置、支柱等の製作まで工事を進めた。
・那覇港総合物流センター可能性調査事業：成果目標どおり、施設の仕様、規模、工法、運営方法等の検討により本センターの事業化の
方策をとりまとめることができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値
（年度）

24年度 25年度

那覇港のボーディングブリッジ整備に係る
仕様書作成

目　標 － 仕様書作成

26年度
目標値
（年度）

那覇港浦添ふ頭における防風柵設置に係
る実施設計、設置工事着手

目　標 －
実施設計、設置工事
着手

－

実　績

目　標
需要、可能性調査の実
施

実　績
需要、可能性調査の実
施

那覇港のボーディングブリッジ整備に係る
仕様書作成

目　標 仕様書作成

実　績
仕様書作成、製作工事
着手

予算の状況の説明

・那覇港生活物資安定供給対策事業：工事周辺箇所において、上屋建築及び舗装工事があり、資材搬入や工事ヤード
等の作業工程について他業者との調整に時間を要したため、繰越となった。
・那覇港観光客利便性向上施設整備事業：ターミナルビルへの取付部分の照査に時間を要したため、ボーディングブリッ
ジの配置箇所、規模等の仕様作成が遅れ、繰越となった。
・那覇港総合物流センター可能性調査事業：全額H24年度内執行

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

那覇港浦添ふ頭における防風柵設置に係
る実施設計、設置工事着手

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
実施設計、設置工事着
手

実　績
実施設計、設置工事完
了

那覇港における総合物流センターの需要、
可能性調査の実施

執行率（％）(B/A) 40.0% 100.0%

Ｃ．次年度繰越額 135,200 －

うち交付金充当額 72,059 108,160

Ｂ．執行済額 90,074 135,200

－ 135,200                   

Ａ．計(b+d) 225,274 135,200                   

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 225,274 －

(b)予算現額 225,274

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
　利便性の高い港湾及び国際物流拠点の形成に向けた港湾機能の強化を実現するため、安全で効率的な荷役作業の確保、観光客の安全性・
快適性・利便性の確保、国際物流及び国内物流の効率化に資する施設の需要、可能性の調査を行う。
　平成24年度は、総合物流センターの可能性調査、防風柵及び、ボーディングブリッジを整備する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　土木建築部　港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 25

H24-No.182

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

182 　那覇港における人流・物流拠点港湾整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章-3-（1）-イ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-1-（3）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

・負担割合について、「那覇港管理組合の設立に関する覚
書」にて沖縄県６、那覇市３、浦添市１となっており、妥当で
あったと考えている。
・費目、使途については、関連書類を確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

225,274 225,274 180,219 45,055 0 0

今後の取り組み方針

・那覇港生活物資安定供給対策事業
　浦添ふ頭において強い北風対策として必要となる防風柵を設置したことで、安全な荷役作業や作業員の良好な就労環境が確保され、更に新港ふ頭における荷
役作業の混雑解消のため、一部の船舶について新港ふ頭から浦添ふ頭へシフトを行い、那覇港の物流機能の強化を図っていく。
・那覇港観光客利便性向上施設整備事業
　引き続き、業務調整等を密に行い、また、作業状況、現場状況等の把握に努めながら、ボーディングブリッジの事業の整備を早期に行い、観光客が安全で快適
に移動できるなどの利便性の向上を図る。
・那覇港総合物流センター可能性調査事業
　一括交付金を含めた公的資金を充当し、公設民営による施設整備を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

取
組
の
検
証

・那覇港生活物資安定供給対策事業
　活動実績及び成果実績について、当初見込みどおり、実施設計を行い、整
備着手する事ができた。
・那覇港観光客利便性向上施設整備事業
　ターミナルビルへの取付部分の照査に時間を要したため、ボーディングブ
リッジの配置箇所、規模等の仕様作成が遅れ、繰越となった。
・那覇港総合物流センター可能性調査事業
　企業ヒアリングの結果、当該施設を民間事業で整備する場合、当面必要な
施設の整備（平屋）のみにとどまり、当該土地の有効活用、施設の機能高度
化に対応できない。
　また、民間事業で整備する場合、建設コスト等により賃貸料を割高に設定
することが想定され、物流コストの縮減には繋がらない。
企業のニーズとしては、事業費が大きいことから、公設民営（テナント入居）
の希望が最も多かった。

・那覇港生活物資安定供給対策事業
　浦添ふ頭の強い北風対策のために、必要な防風柵において、整備をすべて
完了する事ができ、安全な荷役作業や作業員の良好な就労環境が確保でき
た。そのため、今後、新港ふ頭における荷役作業の混雑解消のため、一部の
船舶について、浦添ふ頭へシフトする計画の推進が行える。
・那覇港観光客利便性向上施設整備事業
　今後の工程に遅れが生じることがないよう、工程会議等を密に行う必要があ
る。
・那覇港総合物流センター可能性調査事業
　当該土地の有効活用、施設の機能高度化に対応するためには、本センター
を公で整備する必要がある。
　本センターを公設民営で整備し、賃貸料を安価に設定することで、物流コス
トを縮減することが可能となり、また、組立加工産業等の新たな企業の誘致に
繋がる。

沖縄県

交付対象
事業費

225,274千円

補助金
225,274千円

那覇港管理
組合

225,274千
円

委託料
36,859千円 浦添ふ頭の防風柵実施設計業務委託

ボーディングブリッジ検討業務委託

（有）あい技研

3,024千円

（株）国建
561千円

総合物流センター可能性調査業務委
託

八千代エンジニヤリング（株）沖縄事務所・
（株）ワールド設計共同企業体

33,274千円

工事費
188,415千円 防風柵設置工事

ボーディングブリッジ製作工事

（株）太名嘉組

137,976千円

三菱・仲本特定建設工事共同企業体

50,439千円



進
捗
状
況
説
明

　平成24年度は、関係機関との調整が長引き、実施設計の実施まで至らなかったが、平成25年度早期に実施設計を発注し完了したこと
で、当初計画(平成26年度末までの陸上競技場改修の完了、平成27年度までの周辺整備完了)の予定通り実施する。
　目標とする利用者数（沖縄２１世紀ビジョン実施計画P82陸上競技場の年間利用者数）は現在現場着手のため利用制限していることか
ら減少傾向にあるが、事業が完了することで目標は達成できると考えている。

22万5千人

実　績
17万4千人

(22・23年度平均)
16万6千人 -

-

実　績 -
基本設計及び実
施設計の完了

-

（参考）陸上競技場(プロサッカー対応可能)
年間利用者数

目　標 - -

  スタジアムの仕様の検討にあたり、放送室の仕様及びバックスタンドの配置等について、Jリーグ協会の認定基準と沖縄陸上競技協会
からの要望等のすり合わせに時間を要することとなったため、基本設計のみ平成２４年度に実施した。残る実施設計は繰越した平成25年
度に完了している。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（22,23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（27年度）

基本設計及び実施設計の完了
(メインスタンド改修、バックスタンド新設、大
型映像装置、夜間照明灯、外構)

目　標 -
5施設を基本設計
及び実施設計す

る

予算の状況の説明
・関係機関との調整に不測の時間を要したため、平成24年度内の執行が10%に留まり翌年度繰越となった。
・実施設計業務は繰越した平成25年度に完了し、入札残26,160千円を不要とした。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

基本設計及び実施設計の完了
(メインスタンド改修、バックスタンド新設、大
型映像装置、夜間照明灯、外構)

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
5施設を基本設計及び

実施設計する

実　績
基本設計及び実施設

計の完了

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 10% 61%

Ｃ．次年度繰越額 67,518 －

うち交付金充当額 5,746 33,086

Ｂ．執行済額 7,182 41,358

－ 67,518                     

Ａ．計(b+d) 74,700 67,518                     

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 74,700 －

(b)予算現額 74,700

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容
  プロサッカーを通した観光振興や人材育成等のため、沖縄県総合運動公園陸上競技場でJ2規格サッカー公式戦を開催できるように改修する。
  平成24年度は、陸上競技場改修の基本設計及び実施設計を実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　土木建築部　都市計画・モノレール課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 27

H24-No.184

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

184 　沖縄県総合運動公園プロサッカースタジアム事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（１）－イ

「スポーツアイランド沖縄」の形成

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○委託事業者は公募型プロポーザル方式により企業組織、
実績、知識等を勘案した上で選定しており、妥当であったと
考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

48,540 48,540 38,832 9,708 0 0

今後の取り組み方針

  平成25年度早期に実施設計を発注し、工期のかかるバックスタンド等から成果を得て、平成25年度下半期に工事着手する予定である。
  また、平成26年度においても、早期に予算を獲得し、工事を円滑に完了させる予定である。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.184

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①Jリーグのスタジアム基準と陸上競技協会の要望の相違
　基本設計では、放送室の仕様および、ﾊﾞｯｸｽﾀﾝﾄﾞの配置等について両者の
相違があり、解決策を模索することに時間を要した。実施設計段階において
も、詳細な部分について、基準・要望等の相違が発生することも予測される。

②軟弱地盤による基礎工事の発生
　当該敷地は、陸上競技場建設当時、軟弱地盤改良工事がなされたところで
あり水位も高い、そのため、バックスタンドや夜間照明灯については、大規模
な基礎工事が発生し、事業費および工事工程の見直しの可能性もある。

①円滑な調整による解決策の早期創出
　基本設計時点では、大筋の了解を得られているので、実施設計段階での基
準、要望の相違については、円滑な調整を実施することにより、解決策を早期
に創出したい。

②実施設計での基礎工の早期検討
　実施設計では、大規模な基礎工の発生が予測される、バックスタンドおよび
夜間照明灯の基礎工を早期に検討することで、事業費および工程等を柔軟に
見直し、全体計画への影響を少なくするよう努める。

陸上競技場改修の基本設計
にかかる委託業務

陸上競技場改修
にかかる土質調査委託業務

陸上競技場改修の実施設計
にかかる委託業務

委託料
48,540千円 ㈱久米設計・㈱具志堅建築設計事務

所・㈱ｴｽｼﾞｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ共同企業体
7,182千円

沖縄基礎㈱
890千円
(繰越)

沖縄県

交付対象
事業費

48,540千円

㈱久米設計・㈱具志堅建築設計事務
所・㈱ｴｽｼﾞｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ共同企業体

38,718千円
(繰越)

陸上競技場改修
にかかる土質調査委託業務

沖縄基礎㈱
1,750千円

(繰越)



H24-No.189

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

189 　県立学校再生可能エネルギー導入事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ウ

時代に対応する魅力ある学校造
りの推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－11－（２）

事業内容 　県立学校施設の空調機器の導入による電気使用量の増大及び環境負荷に対応するため、太陽光発電設備やＬＥＤ照明等を整備する

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（　　工事請負費　　）

　教育庁　施設課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 33

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 967,379 －

(b)予算現額 967,379

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

－ 620,386                   

Ａ．計(b+d) 967,379 620,386                   

(d)繰越額

うち交付金充当額 277,594 408,652

Ｂ．執行済額 346,993 510,815

執行率（％）(B/A) 35.9% 82%

Ｃ．次年度繰越額 620,386 －

予算の状況の説明 　入札残により、委託料に執行残が生じたが、概ね当初計画どおり事業を実施することができた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

太陽光発電導入校数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 ６校

実　績 ６校

達
成
状
況
説
明

　平成24年度予定していた高校６校に対して、平成25年７月に太陽光発電設備を設置し、600ｋＷの発電量を確保することができた。
　沖縄21世紀ビジョン実施計画ＰＤＣＡの成果指標「本事業による県立学校太陽光導入量」について、平成26年度事業完了後には、800ｋ
ｗ発電可能となる。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値
（-年度）

24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（-年度）

当事業における再生可能エネルギー導入
量

目　標 600ｋＷ

実　績 600ｋＷ

目　標

進
捗
状
況
説
明

　平成24年度予定していた高校６校に対して、平成25年７月に太陽光発電設備を設置し、600ｋＷの発電量を確保することができた。

実　績



H24-No.189

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

 平成24年度事業では、再生可能エネルギーの固定価格制度が実施された
ことにより、太陽光発電装置の需要が高まり、メーカーの生産が追いつかず
納期が遅れた。
 また、同制度により再生可能エネルギーの普及が急激に進んでいることか
ら、電力会社の接続対応状況を確認しながら事業を進める必要がある。
　平成24年度事業において整備した太陽光発電設備については、平成25年
8月から全て稼働している。平成25年8月から平成26年3月までの発電量は
約36万3千kWhとなっており、CO2排出量を327トン削減できたことになる。
　また整備した学校については、9月から3月の電力使用量が3年間の平均値
と比較して、平均で22%程度削減された。全て本事業によるものとは言えない
が、効果があったものと考えられる。

　メーカーの製品納期を十分に調査の上、工期を設定する必要がある。
　十分な効果が得られているため、事業内容の変更は必要ない。

858,173 857,808 686,246 171,562 0 0

今後の取り組み方針

　年度内完成のため、適正工期を設定し、早期執行を実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

366

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

・設計金額に応じて適切な契約方法をとっており、妥当であ
る。
・事業目的にあった支出である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○



進
捗
状
況
説
明

　県から宜野湾市への補助金交付手続きに着手できなかったことから、宜野湾市男女共同参画支援センターの整備ができなかったが、平成
２６年３月には事業完了した。本島中部圏域において男女共同参画推進の拠点ができることで、男女共同参画の取り組みが広域的に行われ
ることが期待出来る。

実　績

実　績 - - 1施設

目　標

　事業開始時期の見直しをおこなったところ、工期の関係上、平成24年度中の完成が見込めない状況となったことから、宜野湾市において整
備事業計画を見直し、当事業を繰り越すこととしたため、年度内に目標達成することができなかった。
　なお、平成26年３月には事業完了し、目標達成した。

※宜野湾市男女共同参画支援センター（愛称：ふくふく）は、宜野湾市ホームページにて公表
http://www.city.ginowan.okinawa.jp/organization/mebuki/2487.html#05

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H24成果目標（指標）
基準値

（H23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（○○年度）

宜野湾市男女共同参画支援センターの整備

目　標 - 1施設 1施設

予算の状況の説明
　12月18日の交付決定を受け、整備事業を実施する宜野湾市に確認したところ、工期の関係上、平成24年度中の完成が見
込めないことが分かったことから、当事業を繰り越すこととした。
　平成25年4月に県から宜野湾市へ補助金交付を決定し、平成26年3月に宜野湾市に対し、支払いを完了した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H24活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

宜野湾市男女共同参画支援センターの整備

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 1施設 1施設

実　績 なし（全額繰り越し） 1施設

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 0.0% 94%

Ｃ．次年度繰越額 170,552 －

うち交付金充当額 0 160,251

Ｂ．執行済額 0 160,251

－ 170,552                    

Ａ．計(b+d) 170,552 170,552                    

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 －

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 170,552 －

(b)予算現額 170,552

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－

事業内容   宜野湾市が実施する男女共同参画支援センター施設整備事業を支援する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　子ども生活福祉部　平和・男女共同参画
課

事業実施
（予定）年度

平成 24 ～ 25

H24-No.198

平成２４年度(繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

198 　男女共同参画施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－2－（7）－ア

県民の社会参加活動の促進と
協働の取組の推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－３－（１）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

　等事業は、宜野湾市への補助を前提にした事業であり、宜
野湾市の実施状況については、検査により確認を行った。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

200,314 200,314 160,251 0 40,063 0

今後の取り組み方針

　中部地域の拠点施設ができることで、近隣の女性団体、NPO法人の活動の場を広げることが出来るようになり、県の男女共同参加の広域的に行われることができる
ようになる。県としては、中部地域の男女共同参画の拠点となるよう広報啓発することで支援する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H24-No.198

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　整備が完了したことから、今後は、宜野湾市が主体となり、活用を促進して行く
ことになる。

　県としては、中部地域の男女共同参画の拠点となるよう広報啓発していく必
要がある。

男女共同参画支援センター
新築工事（建築）

補助金
160,251千円

沖縄県

交付対象
事業費

200,314千円

(うち宜野湾市
負担分

40,063千円)

※県負担なし

宜野湾市
200,314千円

(うち宜野湾市

負担分

40,063千円)

有限会社

アイ・エイチ・エー設計
9,280千円

有限会社
アイ・エイチ・エー設計

461千円

株式会社
沖縄エンジニヤ

35,625千円

デルタ電気工業
株式会社

25,200千円

株式会社富士建設
129,748千円

男女共同参画支援センター
新築工事（電気）

男女共同参画支援センター
新築工事（設計意図伝達業

男女共同参画支援センター
新築工事（機械）

男女共同参画支援センター
新築工事（工事監理業務）

工事費
190,573千円

委託料
9,741円


